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はじめに

環境省では、地球温暖化対策推進法施行令において毎年度定めることとされている排

出係数について検討するとともに、FCCC/SBSTA/2000/5,40(c)において、2001年よりで

きる限り適用することとされている「良好事例指針と不確実性管理」(グッドプラクティ

スガイダンス)に基づいて、算定方法等の評価・検討を行う必要があることから、平成12

年度に引き続き「温室効果ガス排出量算定方法検討会」と分野別に５つの分科会を設置

するとともに、主として分野横断的な課題を検討するインベントリWGを新設し、平成13

年12月20日より平成14年７月10日まで検討を行った。

なお、今回の検討では、温室効果ガス排出・吸収目録（インベントリ）についての検

討を優先し、今後制定予定の施行令及び排出係数の具体的な案の策定については、我が

国の温室効果ガス排出量の発表と条約事務局へのインベントリ提出後に行うこととした。

本報告書は、検討会の下に設置したエネルギー･工業プロセス分科会のうち、燃料分野

の検討結果をとりまとめたものである。なお、我が国が条約事務局に提出する温室効果

ガス排出・吸収目録（インベントリ）、算定方法について定める地球温暖化対策推進法

施行令と排出係数は、この検討会の検討結果を基に関係各省と調整の上決定されること

となる。

平成１４年８月
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第1章  排出量算定方法の評価・検討結果

１ 評価・検討 の全体像

従来のインベントリで用いてきた燃料分野の排出係数は、データの詳細が明らかでは

ないことから、本分科会においては、可能な限り、検討会で実測したデータや関係者よ

り提供を受けたデータを用いて排出係数を算定することとし、透明性・信頼性の向上に

努めてきた。

今回の検討会では、「石油コークス」及び「製油所ガス」における排出係数を、従来

のインベントリで用いてきた排出係数から、関係者提供値より算定した排出係数に変更

した。

表 １.１  排出係数の見直しを行った排出源

燃料種

（１８） 石油コークス

（２５） 製油所ガス

また、活動量については、これまでのインベントリでは、一次エネルギー供給量に基

づき算定する供給ベーストップダウン法の精度が高いという理由から、供給ベーストッ

プダウン法を用いて排出量を算定してきたが、1996年改訂IPCCガイドラインでは、国の

総排出量として各業種ごとに各燃料種について温室効果ガス排出量に換算して集計する

部門別アプローチを採用することとされており、また、グッドプラクティスガイダンス

の第７章に示される主要排出源を同定するためには、部門別アプローチ法による総排出

量の算定が必要であることから、今後は、部門別アプローチ法に従い活動量の算定を行

うこととした。

平成12年度の検討会では、発熱量の補正のために、総合エネルギー統計のジュール表

より算定した燃料種別のエネルギー消費量に、実測発熱量との比より設定した補正係数

を乗じて活動量を算定する方法を用いていたが、平成13年度版の総合エネルギー統計に

おいて、エネルギー源別発熱量が改訂され、従来のエネルギー源別発熱量と比べて実測

発熱量との差が小さくなったことから、従来と比べて発熱量の精度が改善されたと考え

られるため、今後は、補正係数を用いずに活動量を算定することとした。
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２ 排出係数及 び活動量算定方法の概略

（１） 排出係数の 算定方法

グッドプラクティスガイダンスに示される排出係数設定のデシジョンツリーを参考に、

図 ２.１に示す流れに従って、燃料種別の排出係数を設定する。

図 ２.１  排出係数算定の流れ

① 排出係数デー タの収集

独自の実測調査（本調査での実測）や業界団体・関係者へのデータ提供依頼、文献値

の調査等により、排出係数の設定のために利用可能なデータを収集する。今回収集した

データは以下の４種類である（ただし、燃料種によっては収集できなかったデータがあ

る）。なお、独自の実測調査は、我が国における燃料使用量が多い燃料種を対象として、

平成12年度に実施した。

・  独自の実測調査データ（本調査実測値）

・  業界団体・関係者からの提供データ（関係者提供値）

・  従来のインベントリで用いてきた排出係数（従来のインベントリ採用値）

・  1996 年改訂 IPCC ガイドラインに示される排出係数のデフォルト値

これらのデータの一般的な特徴を表 ２.１に整理する。

【IPCCデフォルト値】
・1996年改訂IPCCガイドライ
ンに示される排出係数のデフォ
ルト値

各データの信頼性を
比較検討

①排出係数データの収集

【国内データ】
・本調査実測値
・関係者提供値
・従来のインベントリ採用値

②国内採用値の選定

③国内採用値
とIPCCデフォ
ルト値の比較

国内採用値を排出係数として用
いる

IPCCデフォルト値を排出係数と
して用いる

相違の理由を
説明できるか

差が2％以上差が2％未満

Yes

No

【IPCCデフォルト値】
・1996年改訂IPCCガイドライ
ンに示される排出係数のデフォ
ルト値

各データの信頼性を
比較検討

①排出係数データの収集

【国内データ】
・本調査実測値
・関係者提供値
・従来のインベントリ採用値

②国内採用値の選定

③国内採用値
とIPCCデフォ
ルト値の比較

国内採用値を排出係数として用
いる

IPCCデフォルト値を排出係数と
して用いる

相違の理由を
説明できるか

差が2％以上差が2％未満

Yes

No
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表 ２.１  本調査実測値、関係者提供値及び従来のインベントリ採用値の一般的な特徴

データ種類 長所 短所

本調査実測値

・  データの出典が明らか

・  JIS等に準拠した信頼性の高い分

析法を用いている

・  代表性を考慮の上、サンプリング

を行っている

・  一般炭･原油については、サンプ

ル数が多くある（各20サンプル前

後）

・  燃料種によっては、サンプル数が

少ないものがある（5サンプル前

後）

関係者提供値

・  データ数が多くある(ただし一部

の燃料種を除く)

・  燃料種によっては、サンプル数が

少ないものがある（5サンプル前

後）

・  業界の事情により、元データを公

表できない場合がある

・  各業界で使用されている燃料か

らサンプリングしているため、我

が国全体の当該燃料の使用実態と

異なる可能性がある

従来のインベ

ントリ採用値

・  我が国において従来用いられて

きた値である

・  排出係数の設定に使用したデー

タの詳細が明らかでない

② 国内採用値の 選定

収集したデータのうち、「本調査実測値」、「関係者提供値」及び「従来のインベン

トリ値」について、以下の観点から燃料種別に比較検討し、我が国の排出係数（国内採

用値）を選定する。

・  各々のデータ数、データのばらつき、平均値の差などの統計的性質

・  実測データの場合は、分析方法等の信頼性

・  実測データ以外の場合は、根拠となった資料、数値、出典等の明らかさ

・  我が国における当該燃料の使用実態を踏まえ、データに代表性があるか否か

・  我が国において従来用いてきた排出係数（インベントリ採用値）との差（差が大き

い場合は慎重に取り扱う）

③ IPCC デフォル ト値との比較

グッドプラクティスガイダンスのデシジョンツリーに従い、②で設定した国内採用値

と1996年改訂IPCCガイドラインに示される燃料種別の排出係数のデフォルト値を比較し、

両者の差が２％未満かどうかを確認した上で、インベントリに用いる排出係数を決定す

る。
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表 ２.２  国内採用値とIPCCデフォルト値の比較検討

国内採用値とIPCCデ

フォルト値との差
排出係数の選定

２％未満 ・  ②で選定した国内採用値を我が国の排出係数として用いる。

２％以上

・  我が国における当該燃料の使用実態等より差の原因を説明できる

場合、あるいは国内採用値を採用して特に問題ないと考えられる場

合は、②で選定した国内採用値を用いる※1。

・  それ以外の場合は、1996年改訂IPCCガイドラインに示されるデフ

ォルト値を用いる。
※1：IPCCガイドラインでは、基本的に、各国で独自の排出係数を設定することが推奨されている。

（２） 活動量の算 定方法

① 部門別アプロ ーチへの変更について

これまでのインベントリでは、我が国の総排出量に関しては一次エネルギー供給量に

基づき算定する供給ベーストップダウン法の精度が高いという理由から、供給ベースト

ップダウン法を用いて排出量を算定してきた。また、各部門・各業種別の二酸化炭素排

出量の内訳については、エネルギーの最終消費部門におけるエネルギー消費及びエネル

ギー転換部門でのエネルギーの消費に基づく消費ベーストップダウン法により算定して

きた。

しかし、1996年改訂IPCCガイドラインでは、国の総排出量として各業種ごとに各燃料

種について温室効果ガス排出量に換算して集計する部門別アプローチを採用することと

されており、また、グッドプラクティスガイダンスの第７章に示される主要排出源を同

定するためには、部門別アプローチによる総排出量の算定が必要であることから、今後

は、部門別アプローチを用いて活動量の算定を行う。

ただし、インベントリに使用している共通報告様式（CRF）の総括表（Summary 1.A）

では、部門別アプローチを用いて算定した総排出量の正確性を検証するために、レファ

レンスアプローチと部門別アプローチとの差を計上し、その理由について報告すること

とされていることから、レファレンスアプローチによる算定も引き続き行う。

表 ２.３  燃料の燃焼に伴う二酸化炭素排出量の算定方法

供給ベーストップダウ

ン法による総排出量の

計算

○我が国のエネルギーバランス表における一次エネルギー国内供給量（生産量

＋輸入量－輸出量±在庫変動）の値を用いて、我が国に供給された総炭素量

を算出し、これに非燃焼分（コークス製造の原料分、非燃料用途の使用分、

化学工業の原料分）等の補正を行う方法。

○1996年改訂IPCCガイドラインのレファレンスアプローチと同義

○排出係数としてわが国独自の値を採用

消費ベーストップダウ

ン法による部門別排出

量の計算

○我が国のエネルギーバランス表における各部門・各業種の燃料消費量の値か

ら、部門別に燃焼された炭素量を算出し、集計する方法。

○1996年改訂IPCCガイドラインの部門別アプローチと同義

○排出係数としてわが国独自の値を採用

(注)国際バンカー油及び非化石燃料(黒液・木材等)の排出量は我が国の総排出量には計上しないことになっている。
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② 活動量の補正 係数について

平成12年度の検討会では、活動量の算定に用いている総合エネルギー統計のエネルギ

ー源別発熱量と実測発熱量1が乖離していたことから（主として原料炭）、発熱量の補正

のために、総合エネルギー統計のジュール表より算定した燃料種別のエネルギー消費量

に、両発熱量の比より設定した補正係数を乗じて活動量を算定する方法を用いていた。

しかし、平成13年度版の総合エネルギー統計において、エネルギー源別発熱量が改訂

され、従来のエネルギー源別発熱量と比べて実測発熱量との差が小さくなったことから

（表 ２.４）、従来と比べて発熱量の精度が改善されたと考えられるため、今後は、補

正係数を用いずに活動量を算定することとする。

表 ２.４  総合エネルギー統計のエネルギー源別発熱量と実測発熱量との比較

総合エネルギー統計

燃料種
標準

単位
従来発熱量

（MJ）※1
改訂発熱量

(MJ)

実測発熱量

（MJ）※2

改訂発熱量

と実測発熱

量の差※3

（１） 原料炭 kg 31.8 28.9 29.2 1.1%

（２） 一般炭（国内炭） kg 24.3 22.5 21.9 2.8%

（３） 一般炭（輸入炭） kg 26.0 26.6 26.4 0.8%

（４）
石炭（（１）～（３）を除

く）
kg 27.2 27.2 --- ---

（５） コークス kg 30.1 30.1 --- ---

（６） 練炭、豆炭 kg 23.9 23.9 --- ---

（７） 原油 l 38.7 38.2 38.4 0.5%

（８） 天然ガス液（NGL) l 33.9 35.3 36.1 2.4%

（９） ガソリン l 35.2 34.6 33.6 2.9%

（１０）ナフサ l 33.5 34.1 34.2 0.4%

（１１）ジェット燃料油 l 36.4 36.7 --- ---

（１２）灯油 l 37.3 36.7 36.6 0.3%

（１３）軽油 l 38.5 38.2 38.2 0.1%

（１４）A重油 l 38.9 39.1 38.7 1.1%

（１５）B重油 l 40.2 40.4 --- ---

（１６）C重油 l 41.0 41.7 41.4 0.8%

（１７）潤滑油 l 40.2 40.2 --- ---

（１８）石油コークス kg 35.6 35.6 35.1 1.4%

（１９）液化石油ガス（LPG) kg 50.2 50.2 51.7 3.0%

（２０）液化天然ガス（LNG) kg 54.4 54.5 55.0 0.8%

（２１）天然ガス（LNGを除く） Nm3 41.0 40.9 42.4 3.8%

（２２）コークス炉ガス Nm3 20.1 21.1 21.2 0.2%

（２３）高炉ガス Nm3 3.35 3.41 3.34 2.2%

（２４）転炉ガス Nm3 8.37 8.41 8.71 3.6%

（２５）製油所ガス Nm3 39.3 44.9 56.6 26.1%

（２６）都市ガス Nm3 41.9 41.1 --- ---

（２７）
その他石油製品（（９）～

（１９）、（２５）を除く）
kg 42.3 42.3 --- ---

※1：kcalからJへの変換係数（4.18605 kcal/kJ）を用いて単位を換算した。

※2：実測発熱量データが得られていない燃料種については、傍線を代入している。

※3：（改訂発熱量-実測発熱量）/（改訂発熱量）×100の絶対値より算定した。

                            
1
本検討会にて実測または関係者提供値より算定した高位発熱量
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３ 排出係数及 び活動量算定方法

（１） 原料炭

① 算定方法

ア 算定の対象

原料炭の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「原料炭」とは、総合エネル

ギー統計の燃料分類の「原料炭」に該当し、粘結性を有し製鉄用コークスの原料等とな

る石炭のことである。

イ 算定方法

燃料として使用された原料炭の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

原料炭１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 本調査実測値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 本調査実測値

産出国の違い、ロット単位での品質格差が大きいことを踏まえ、関係者からサンプル

の代表性に留意して選別された試料の提供を受け、発熱量あたりの二酸化炭素発生量に

ついて実測を行った。サンプルは、我が国に輸入されている６カ国から計17サンプルを

選んだ。これら６カ国からの原料炭の輸入量は、平成10年度現在、我が国の原料炭輸入

量の96％を占めている。なお、近年高炉へ直接吹き込まれる微粉炭(PCI)の利用が増加し

ている（平成元年度：コークス比460、PCI比43、平成10年度：コークス比383、PCI比149）

ことを勘案し、実測サンプルにPCIを３例含めた。また、排出係数は、燃焼の状態によっ
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て大きく変わってくると考えられるが、基本的には燃料が完全燃焼する条件で測定を行

った。分析方法の概略を表 ３.１に示す。

表 ３.１  分析方法の概略

分析成分 分析方法 備考

水分 JIS-M-8812 気乾水分

揮発分 JIS-M-8812 無水ベース

灰分 JIS-M-8812 無水ベース

Ｃ JIS-M-8813

Ｈ JIS-M-8813

Ｎ JIS-M-8813

Ｏ JIS-M-8813

灰中硫黄 JIS-M-8813

硫黄分 JIS-M-8813

熱量 JIS-M-8814 無水ベース

排出係数の算定にあたっては、国内における原料炭の使用実態を反映させるため、上

記実測値を産出国ごとに単純平均した上で、「エネルギー生産・需給統計年報」より把

握した産出国別輸入量で加重平均した。

表 ３.２  本調査実測値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数 産出国数

90.44 93.54 88.06 1.6 17 6
注）産出国毎のサンプル数は１～９。サンプルは日本鉄鋼連盟より入手。

　　変動係数(%)＝(標準偏差／平均値)×100

表 ３.３  本調査実測値一覧

産出国
炭素

（%）
水素

（%）
窒素

（%）
酸素

（%）
灰中硫黄

（%）
高位熱量

（J/g）
低位熱量

（J/g）
排出係数

(gCO2/MJ)
Ａ国 80.1 4.32 1.68 3.48 0.03 32,484 31,479 90.41
Ａ国 75.0 4.97 1.77 8.52 0.29 30,851 29,679 89.14
Ａ国(PCI) 75.9 4.86 2.02 9.35 0.50 30,935 29,721 89.96
Ａ国 83.3 3.62 1.55 3.07 0.37 32,651 31,814 93.54
Ａ国 76.3 4.71 1.54 8.84 0.25 31,060 29,930 90.07
Ａ国 81.2 4.62 1.84 3.91 0.03 32,944 31,856 90.38
Ａ国(PCI) 76.4 4.68 1.71 7.83 0.12 31,354 30,223 89.35
Ａ国 80.2 4.61 1.90 5.34 0.19 32,233 31,144 91.23
Ａ国 76.1 5.12 1.87 7.85 0.31 31,688 30,474 88.06
Ａ国平均 78.3 4.61 1.76 6.47 0.23 31,800 30,702 90.24
Ｂ国 80.2 4.32 1.00 4.73 5.00 31,981 30,977 91.95
Ｂ国 81.4 4.28 1.14 3.87 0.15 32,233 31,270 92.60
Ｂ国 81.1 4.24 1.14 3.95 0.25 32,567 31,605 91.31
Ｂ国 80.3 4.54 1.08 5.01 0.64 32,609 31,563 90.29
Ｂ国平均 80.8 4.35 1.09 4.39 1.51 32,348 31,354 91.54
Ｃ国 82.9 4.18 0.75 3.30 1.45 33,154 32,191 91.68
Ｄ国 74.6 4.71 1.45 9.61 0.66 30,307 29,177 90.25
Ｅ国 79.5 4.94 1.52 6.38 0.67 33,070 31,898 88.15
Ｆ国(PCI) 74.5 5.18 1.54 13.23 1.20 30,642 29,386 89.15
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平成12年度の国別輸入量で加重平均して求めた排出係数は以下のとおりである。

実測値排出係数＝Σ{産出国別平均排出係数(gCO2/MJ)×産出国別輸入量(t)}/

Σ(産出国別輸入量(t))

             ≒90.4

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、86.7gCO2/MJである。

（c） 国内採用値の 選定

本調査実測値は代表性に留意してサンプリングを行って得られた値であり、分析法に

ついても信頼性が高いと考えられ、現状における実態を反映したものであると判断でき

ることから、本調査実測値（90.4gCO2/MJ）を国内採用値とした。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を表 ３.４に示す。なおIPCCデフォルト値は

低位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォ

ルト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.４　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

90.4 89.9 0.6 ○

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値との差は約0.6％であり、2%以下となっている。また、

表 ３.３に示した実測の低位発熱量を用いて国内採用値を算定すると、93.6gCO2/MJとな

り、この場合も、低位発熱量ベースのIPCCデフォルト値94.6gCO2/MJとの差2%以内を満た

している。以上に基づき、国内採用値（90.4gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今後

のインベントリではこの排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、90.4gCO2/MJとする。
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エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

平成2～11年度(1990～99年度)の排出係数については、産出国別平均排出係数を当該年

度の産出国別輸入量で加重平均して算出する。

表 ３.５  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 90.4 90.4 90.3 90.3 90.4 90.4 90.4 90.4 90.4 90.4

注）産出国別輸入量については「エネルギー生産・需給統計年報」を用いた。

オ 出典

・  平成 11 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会実測データ（日本鉄鋼連盟提供のサ

ンプル）

カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

・  今後は、原料炭の産出国別輸入量で加重平均して排出係数を算定する。ただし、排

出係数の設定方法については、わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確

実性の評価を踏まえ、必要に応じて排出係数の見直しを検討する。

・  コークス用原料炭と吹込用原料炭(PCI)の排出係数を別々に設定する必要があるか

どうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「原料炭」の燃料としてのMJで表した使用量。
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イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.６  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ 原料炭の「最終エネルギー消費」の合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」の原料炭の「最終エネ

ルギー消費」の合計値を活動量とする。

（活動量）＝（最終エネルギー消費の合計値）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）においては、基本的

に「総合エネルギー統計」の「一次エネルギー国内供給計」を用いるが、非燃焼用途に

よる控除については、コークス製造のための投入量の５％注は非燃焼と考え、総合エネル

ギー統計のエネルギー転換における「ガスコークス」、「鉄鋼コークス」、「専業コー

クス」における各燃料消費量の合計値の５％を全体の供給量から差し引いた量を活動量

とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

-｛（ガスコークス）＋（鉄鋼コークス）＋（専業コークス）｝×0.05

ウ 活動量の課題

・  非燃焼用途の控除分を５％とすることの妥当性について検討する必要がある。

                            
注 コークス製造のために投入された原料炭のうち 94％がコークスに変換され、残り６％がＢＴＸ（ベンゼン、
トルエン、キシレン）として残留し工業原料に用いられるが、そのうちの一部が燃焼用途に供されるため、全

体の５％が非燃焼用途として計上されている。以下、一般炭(国内炭)、一般炭(輸入炭)、石炭、石油コークス

についても同様
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（２） 一般炭（国 内炭）

① 算定方法

ア 算定の対象

一般炭（国内炭）の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。

イ 算定方法

燃料として使用された一般炭（国内炭）の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

一般炭（国内炭）１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 関係者提供値

関係者（電気事業連合会）より提供を受けたデータから各サンプルの排出係数を算定

し、それらを単純平均して、排出係数を算定した。

表 ３.７  本調査実測値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

87.5 94.8 85.6 2.7 17
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表 ３.８  関係者提供値の一覧

サンプル
炭素分

（%）
全水分

（%）
発熱量（無水）

（J/g）
排出係数

(gCO2/MJ)
1 53.60 8.15 20,737 94.8
2 52.60 11.80 21,237 90.8
3 60.50 9.50 24,647 90.0
4 69.80 13.30 29,066 88.1
5 50.70 13.10 21,279 87.4
6 63.50 12.20 26,798 86.9
7 50.30 7.20 21,235 86.9
8 50.70 13.30 21,411 86.8
9 65.90 12.00 27,838 86.8

10 60.80 11.50 25,711 86.7
11 55.00 7.60 23,270 86.7
12 62.20 9.50 26,326 86.6
13 51.40 11.90 21,804 86.4
14 59.90 11.40 25,423 86.4
15 60.50 8.10 25,877 85.7
16 61.60 8.80 26,388 85.6
17 63.70 11.20 27,289 85.6

単純平均値 87.5

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、91.3gCO2/MJである。

（c） 国内採用値の 選定

（a）で計算した関係者提供値と従来のインベントリ採用値を比較すると、関係者提供

値の方が約4％程度低くなっている。この相違の原因としては、従来のインベントリ採用

値が算定された平成2年度当時に稼働していた国内炭坑数が25であるのに対して、平成10

年度ではほぼ半減の13まで減少しているため、産出される石炭の平均組成が変化してい

ることが考えられる。従来のインベントリ採用値が算定された当時と比べて、国内炭の

産出状況及び使用実態は大きく変化していることから、関係者提供値を用いて排出係数

を見直すことが妥当であると考えられる。

以上に基づき、関係者提供データに基づく本調査排出係数（87.5gCO2/MJ）を国内採用

値とした。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

一般炭(国内炭)は我が国固有の燃料であるため、我が国独自の排出係数である国内採

用値（87.5gCO2/MJ）を我が国の排出係数とする。今後のインベントリでは、この排出係

数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、87.5gCO2/MJとする。
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エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去の一般炭（国内炭）の排出係数を算定するのに必要な銘柄別のサンプルの入手は

困難であるため、平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.９  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 87.5 87.5 87.5 87.5 87.5 87.5 87.5 87.5 87.5 87.5

オ 出典

・  電気事業連合会提供データ(1999 年度実績)

カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「一般炭（国内炭）」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.１０  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ

一般炭の「国内エネルギー生産」、「輸入」、「電気

事業者」、「自家発」、「熱供給事業者」、「エネル

ギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計

値
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（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」の「国内エネルギー生

産」と「輸入量」の比を用いて算定した国内で消費される一般炭（国内炭）の量を活動

量とする。

（活動量）＝（一般炭消費量）×（国内エネルギー生産）／｛（国内エネルギー生産）＋（輸入）｝

（一般炭消費量）＝（電気事業者）＋（自家発）＋（熱供給事業者）＋（エネルギー部門自家消費）

＋（最終エネルギー消費の合計値）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）においては、一般炭

全体の国内供給量からコークス製造に伴い固定される炭素分を控除したものに、一般炭

（国内炭）の供給量割合を乗じた量を活動量とする。

一般炭全体の国内供給量は、「総合エネルギー統計」の一般炭の「一次エネルギー国

内供給計」を用いる。コークス製造に伴い固定される炭素分は、「エネルギー転換」に

おける「ガスコークス」、「鉄鋼コークス」、「専業コークス」消費量合計値の５％注と

する。また、一般炭（国内炭）の供給量割合は、「総合エネルギー統計」の「国内エネ

ルギー生産」と「輸入」の合計値に対する「国内エネルギー生産」の割合とする。

注）原料炭の活動量の注釈参照

（活動量）＝［（一次エネルギー国内供給計）－｛（ガスコークス）＋（鉄鋼コークス）

＋（専業コークス）｝×0.05］×（国内エネルギー生産）／｛（国内エネルギー生産）＋（輸入）｝

ウ 活動量の課題

・  非燃焼用途控除分を５％とすることの妥当性について検討する必要がある。
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（３） 一般炭（輸 入炭）

① 算定方法

ア 算定の対象

一般炭（輸入炭）の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。

イ 算定方法

燃料として使用された一般炭（輸入炭）の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

一般炭（輸入炭）１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 本調査実測値

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 本調査実測値

一般炭（輸入炭）は、産出国やロットの違いにより品質格差が大きいことを踏まえ、

関係者（電気事業連合会及び電源開発株式会社）より、代表性に留意して選別された試

料の提供を受け、発熱量あたりの二酸化炭素発生量について実測を行った。サンプルは、

我が国に輸入されている６カ国から計20サンプルを選んだ。これら６カ国からの一般炭

の輸入量は、平成10年度現在、我が国の一般炭輸入量の97％以上を占めている。

排出係数は燃焼の状態によって大きく変化すると考えられるが、燃料が完全燃焼する

条件で測定を行った。分析法は「原料炭」の場合と同様に、公的な規格に準拠した方法

を用いた。
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表 ３.１１  本調査実測値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数 産出国数

90.07 92.99 87.11 1.5 20 6

表 ３.１２  本調査実測値一覧

産出国 炭素(%) 水素(%) 窒素(%) 酸素(%) 灰中硫黄(%)
全水分

(%)
高位熱量

(J/g)
低位熱量

(J/g)

排出係数

(gCO2/MJ
)

Ａ国 69.4 4.32 1.04 14.11 1.56 11.3 27,460 26,330 92.67
Ｂ国 71.5 4.37 1.62 8.79 0.11 10.3 29,302 28,256 89.47
Ｂ国 72.8 4.20 1.51 7.72 0.22 10.6 29,637 28,633 90.07
Ｂ国 72.7 4.28 1.60 8.06 0.07 11.1 29721 28,716 89.69
Ｂ国 74.4 4.22 1.72 10.93 0.09 25.5 30,098 28,967 90.64
Ｂ国 72.7 4.37 1.64 7.52 0.02 9.4 29,805 28,758 89.44
Ｂ国 73.0 3.98 1.68 11.38 0.09 19.1 29,260 28,172 91.48
Ｂ国 72.3 4.56 1.75 9.08 0.34 9.1 29,595 28,465 89.57
Ｂ国 72.6 4.62 1.68 9.00 0.24 9.5 29,721 28,591 89.57
Ｂ国 72.9 4.43 1.67 7.57 0.42 11.5 29,888 28,842 89.43
Ｂ国 72.4 4.58 1.73 8.33 0.08 10 29,888 28,800 88.82
Ｂ国 70.8 4.43 1.61 9.68 0.91 9.7 29,009 27,963 89.49
Ｂ国 75.2 4.06 1.79 10.74 0.14 19.5 30,056 29,009 91.74
Ｂ国 75.4 4.14 1.81 8.15 0.20 13.3 30391 29,386 90.97
Ｂ国平均 73.0 4.33 1.68 9.00 0.23 13.0 29,721 28,658 90.03
Ｃ国 72.2 4.34 1.84 10.35 0.67 8.4 29,344 28,298 90.22
Ｄ国 73.8 4.51 1.37 9.8 0.78 - 30,056 28,967 90.03
Ｄ国 75.8 4.03 0.89 9.22 0.86 12.2 29,888 28,884 92.99
Ｄ国平均 74.8 4.27 1.13 9.51 0.82 12.2 29,972 28,926 91.51
Ｅ国 72.4 5.34 1.33 12.14 0.90 7.2 30,474 29,177 87.11
Ｅ国 71.7 4.93 1.58 15.46 2.17 10.7 29,470 29,177 89.21
Ｅ国平均 72.1 5.14 1.46 13.80 1.54 9.0 29,972 29,177 88.16
Ｆ国 73.6 4.92 1.36 11.38 1.89 13.1 30,391 28,214 88.80

（b） 関係者提供値

関係者（電気事業連合会）から提供された1999年度実績の一般炭（輸入炭）の炭素分、

熱量から算定した排出係数を表 ３.１３に示す。分析法については本調査実測値と同様

に、公的な規格に準拠した方法となっている。

表 ３.１３  関係者提供値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

90.0 105.8 83.74 3.4 129
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表 ３.１４  関係者提供値一覧

サン

プル

炭素分

(%)

全水分

(%)

無水発熱量

（J/g）

排出係数

(gCO2/MJ)
産出国

1 85.1 10.0 29,483 105.8 Ｂ国

2 82.5 10.2 29,622 102.1 Ｂ国

3 82.2 10.3 29,647 101.7 Ｂ国

4 82.2 9.9 29,685 101.5 Ｂ国

5 80.2 10.3 30,415 96.7 Ｅ国

6 75.8 10.6 29,307 94.8 Ｂ国

7 70.6 7.7 27,809 93.1 Ｃ国

8 72.7 8.1 28,681 92.9 Ｃ国

9 75.2 18.0 29,852 92.4 Ｂ国

10 74.2 18.0 29,469 92.3 Ｂ国

11 75.2 18.9 29,867 92.3 Ｂ国

12 74.6 17.4 29,636 92.3 Ｂ国

13 71.0 7.6 28,214 92.3 Ｃ国

14 76.0 18.9 30,235 92.2 Ｂ国

15 75.5 18.4 30,038 92.2 Ｂ国

16 76.6 11.0 30,471 92.2 Ｂ国

17 75.0 17.4 29,860 92.1 Ｂ国

18 74.8 18.6 29,808 92.0 Ｂ国

19 74.1 10.2 29,536 92.0 Ｂ国

20 74.5 17.7 29,720 91.9 Ｂ国

21 76.0 18.1 30,325 91.9 Ｂ国

22 73.3 26.6 29,260 91.9 Ｅ国

23 75.2 12.8 30,030 91.8 Ｄ国

24 73.3 7.2 29,333 91.7 Ｃ国

25 74.8 16.3 29,953 91.6 Ｂ国

26 74.9 7.4 29,976 91.6 Ｂ国

27 75.2 12.8 30,140 91.5 Ｄ国

28 72.0 8.7 28,908 91.3 Ｂ国

29 76.7 11.6 30,838 91.2 Ｂ国

30 74.0 11.8 29,756 91.2 Ｄ国

31 72.9 8.6 29,358 91.0 Ｂ国

32 74.4 6.1 29,994 90.9 Ｃ国

33 72.1 9.7 29,085 90.9 Ｃ国

34 75.4 19.5 30,424 90.9 Ｂ国

35 74.8 10.2 30,235 90.7 Ｂ国

36 75.5 13.3 30,541 90.6 Ｂ国

37 70.9 9.7 28,746 90.4 Ｂ国

38 70.2 9.3 28,480 90.4 Ａ国

39 73.6 14.5 29,863 90.4 Ｂ国

40 74.1 10.7 30,074 90.3 Ｄ国

41 71.8 10.3 29,142 90.3 Ｂ国

42 74.7 15.0 30,353 90.3 Ｂ国

43 71.8 9.4 29,152 90.3 Ｂ国

44 71.0 19.8 28,853 90.3 Ｅ国

45 74.3 11.1 30,190 90.2 Ｂ国

46 72.1 11.0 29,298 90.2 Ｂ国

47 65.7 15.0 26,731 90.1 Ｂ国

48 72.2 10.7 29,380 90.1 Ｂ国

49 70.3 8.5 29,403 87.7 Ｄ国

50 73.5 14.0 29,926 90.1 Ａ国

51 72.8 10.3 29,649 90.0 Ｂ国

52 72.0 7.9 29,332 90.0 Ｂ国

53 76.3 10.6 31,095 89.9 Ｂ国

54 66.3 12.0 26,999 90.0 Ａ国

55 74.9 8.2 30,530 89.9 Ｄ国

56 73.8 8.9 30,083 90.0 Ｄ国

57 73.8 13.5 30,083 90.0 Ｅ国

58 73.9 11.7 30,127 89.9 Ｂ国

59 76.6 9.5 31,255 89.9 Ｂ国

60 66.2 13.9 27,007 89.9 Ａ国

61 73.4 9.5 29,978 89.8 Ｂ国

62 72.1 10.5 29,472 89.7 Ｂ国

63 73.4 9.2 30,012 89.7 Ｂ国

64 70.5 9.3 28,848 89.6 Ｂ国

65 73.0 11.6 29,875 89.6 Ｂ国

サン

プル

炭素分

(%)

全水分

(%)

無水発熱量

（J/g）

排出係数

(gCO2/MJ)
産出国

66 72.0 12.0 29,485 89.5 Ｂ国

67 72.1 10.0 29,527 89.5 Ｂ国

68 73.7 11.5 30,187 89.5 Ｂ国

69 72.9 9.3 29,863 89.5 Ｂ国

70 74.3 10.2 30,483 89.4 Ｂ国

71 73.0 10.0 29,968 89.3 Ｂ国

72 73.3 10.9 30,099 89.3 Ｅ国

73 73.9 13.3 30,382 89.2 Ｅ国

74 72.6 8.4 29,848 89.2 Ｂ国

75 72.9 9.4 29,981 89.2 Ｂ国

76 71.6 8.5 29,475 89.1 Ｂ国

77 71.0 9.8 29,233 89.1 Ｂ国

78 70.5 8.8 29,031 89.0 Ｂ国

79 73.1 10.0 30,103 89.0 Ｆ国

80 72.9 15.0 30,049 89.0 Ｅ国

81 72.3 13.1 29,804 88.9 Ｅ国

82 72.4 12.3 29,855 88.9 Ｂ国

83 71.7 9.8 29,590 88.8 Ｂ国

84 74.2 9.9 30,625 88.8 Ｂ国

85 71.2 10.7 29,398 88.8 Ｂ国

86 72.0 8.5 29,738 88.8 Ｂ国

87 73.1 13.6 30,180 88.8 Ｅ国

88 71.1 9.5 29,402 88.7 Ｆ国

89 72.9 8.9 30,153 88.6 Ｂ国

90 70.6 10.2 29,220 88.6 Ｂ国

91 70.3 8.7 29,060 88.7 Ｂ国

92 73.6 10.5 30,453 88.6 Ｂ国

93 72.1 12.4 29,851 88.6 Ｅ国

94 74.1 9.9 30,695 88.5 Ｆ国

95 66.5 7.1 27,539 88.5 Ｇ国

96 73.4 9.2 30,452 88.3 Ｂ国

97 72.7 9.6 30,182 88.3 Ｂ国

98 73.8 12.7 30,657 88.2 Ｂ国

99 73.5 9.6 30,554 88.2 Ｂ国

100 71.5 8.5 29,757 88.1 Ｃ国

101 72.3 13.7 30,094 88.1 Ｅ国

102 71.4 9.7 29,749 88.0 Ｂ国

103 72.2 9.9 30,083 88.0 Ｆ国

104 69.0 11.0 28,774 87.9 Ｅ国

105 72.9 10.0 30,438 87.8 Ｂ国

106 72.9 9.4 30,452 87.8 Ｂ国

107 71.7 9.0 29,976 87.7 Ｆ国

108 73.4 7.7 30,698 87.7 Ｆ国

109 73.0 12.6 30,539 87.6 Ｅ国

110 70.3 10.3 29,419 87.6 Ｂ国

111 71.7 8.3 30,020 87.6 Ｂ国

112 69.8 11.2 29,258 87.5 Ｅ国

113 73.9 8.3 30,984 87.5 Ｆ国

114 70.7 9.8 29,655 87.4 Ｆ国

115 74.8 11.3 31,384 87.4 Ｅ国

116 71.7 9.1 30,141 87.2 Ｂ国

117 73.9 10.4 31,085 87.2 Ｅ国

118 71.8 12.7 30,228 87.1 Ｄ国

119 72.2 11.2 30,476 86.9 Ｆ国

120 72.5 7.9 30,657 86.7 Ｆ国

121 73.1 9.2 30,961 86.5 Ｆ国

122 71.3 12.5 30,240 86.4 Ｂ国

123 71.1 16.4 30,210 86.3 Ｂ国

124 72.1 10.6 30,680 86.2 Ｅ国

125 71.6 9.6 30,487 86.1 Ｂ国

126 70.8 10.5 30,332 85.6 Ｄ国

127 72.1 9.2 30,933 85.5 Ｅ国

128 70.0 18.8 30,223 84.9 Ｂ国

129 69.6 13.7 30,489 83.7 Ｆ国
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（c） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、90.6gCO2/MJである。

（d） 国内採用値の 選定

国内採用値の選定にあたって、まず本調査実測値と関係者提供値の２組のデータにつ

いて、排出係数の分布の比較と、平均値に有意な差があるかどうかの検定（ｔ検定）を

行った。その結果、分布状況に大きな差が無く、有意水準５％で平均値に差があるとは

言えないと判定されたため、本調査実測データと関係者提供データの双方を用いて排出

係数を設定することとした。

排出係数の設定にあたっては、国内の燃料の使用実態を反映させるため、産出国別の

平均排出係数を求め、「エネルギー生産・需給統計月報」より把握した輸入量を用いて

加重平均を行った。この値を本調査排出係数とする。

表 ３.１５  本調査実測値と関係者提供値の平均値の差の検定

項目 本調査実測値 関係者提供値

データ数 20 129

自由度 19 128

平均 90.07 89.90

分散 1.896 9.294

不偏分散 1.996 9.367

ｔ値 0.242

ｔ(147,0.05) 1.98

検定結果注） 平均値に差があるとは言えない（有意水準５％）

注）データから求めたｔ値が、自由度147(=19+128)、有意水準5％のｔ値

（=t(147,0.05)）を超えている場合に、平均値に差があると判定される。

図 ３.１  本調査実測値と関係者提供値の排出係数の分布

一般炭（輸入炭）の排出係数の分布
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本調査排出係数＝Σ(ＥＦ国別×Ｗ国別)／Σ(Ｗ国別)

             ≒90.0

  ＥＦ国別：産出国別平均排出係数(gCO2/MJ)

  Ｗ国別  ：産出国別輸入量(kt)

本調査排出係数と従来のインベントリ採用値を比較した結果、従来のインベントリ採

用値90.6gCO2/MJと、本調査排出係数（90.0gCO2/MJ）は僅かであり、また、本調査実測

値及び関係者提供値共にJISに規定された測定法を用いていることから信頼性が高いと

考えられ、さらに、データ数が多く代表性が高いと考えられることから、本調査排出係

数（90.0gCO2/MJ）を国内採用値とした。

（e） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであることから、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフ

ォルト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.１６　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

90.0 89.9 0.1 ○

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値との差はほとんどないことから、国内採用値

（90.0gCO2/MJ）を我が国の排出係数とする。今後のインベントリでは、この排出係数を

使用する。

ウ 平成 12 年度の 排出係数

平成12年度の排出係数は、90.0gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

平成2～11年度(1990～99年度)の排出係数については、産出国別平均排出係数、産出国

別平均高位発熱量を当該年度の産出国別輸入量で加重平均して算定する。

表 ３.１７  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 90.1 90.0 90.0 90.1 90.0 89.9 90.0 90.0 90.0 90.0
注）産出国別輸入量については「エネルギー生産・需給統計年報」を用いた。



20

オ 出典

・  平成 11 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会実測データ（電気事業連合会及び電

源開発株式会社提供のサンプル）

・  電気事業連合会提供資料(1999 年度実績)

カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「一般炭（輸入炭）」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.１８  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ

一般炭の「国内エネルギー生産」、「輸入」、「電気

事業者」、「自家発」、「熱供給事業者」、「エネル

ギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計

値
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（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」の「国内エネルギー生

産」と「輸入量」の比を用いて国内で消費される一般炭（輸入炭）の量を計算し、工業

プロセスとの重複分を控除した量を活動量とする。

（活動量）＝（一般炭消費量）×（輸入）／｛（国内エネルギー生産）＋（輸入）｝

－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

（一般炭消費量）＝（電気事業者）＋（自家発）＋（熱供給事業者）＋（エネルギー部門自家消費）

＋（最終エネルギー消費の合計値）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）においては、一般炭

全体の国内供給量からコークス製造に伴い固定される炭素分を控除したものに、一般炭

（輸入炭）の供給量割合を乗じた量を活動量とする。

一般炭全体の国内供給量は、「総合エネルギー統計」の一般炭の「一次エネルギー国

内供給計」を用いる。コークス製造に伴い固定される炭素分は、「エネルギー転換」に

おける「ガスコークス」、「鉄鋼コークス」、「専業コークス」消費量合計値の５％注と

する。また、一般炭（輸入炭）の供給量割合は、「総合エネルギー統計」の「国内エネ

ルギー生産」と「輸入」の合計値に対する「輸入」の割合とする。

注）原料炭の活動量の注釈参照

（活動量）＝［（一次エネルギー国内供給計）－｛（ガスコークス）＋（鉄鋼コークス）

＋（専業コークス）｝×0.05］×（輸入）／｛（国内エネルギー生産）＋（輸入）｝

ウ 活動量の課題

・  非燃焼用途控除分を５％とすることの妥当性について検討する必要がある。
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（４） 石炭（（１ ）～（３）を除く）

① 算定方法

ア 算定の対象

石炭（（１）～（３）を除く）の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお「石炭

（（１）～（３）を除く）」とは、総合エネルギー統計の燃料分類の「無煙炭等」とし

て計上されている石炭に相当する。

イ 算定方法

燃料として使用された石炭（（１）～（３）を除く）の量に排出係数を乗じて算定す

る。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

石炭（（１）～（３）を除く）１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

石炭（（１）～（３）を除く）について新たな知見を得ていないことから、従来のイ

ンベントリと同様に、一般炭（輸入炭）の排出係数（90.0gCO2/MJ）を国内採用値とする。

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.１９　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

90.0 93.4 -3.7 ×
注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値との差は３％以上あるが、我が国全体の温室効果ガス

排出量に対するこのカテゴリの寄与度は低いため、従来、我が国で用いられてきた方法

を踏襲し、一般炭（輸入炭）の排出係数を用いることとして問題ないものと思われる。
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したがって、国内採用値90.0gCO2/MJを我が国の排出係数とした。今後のインベントリで

は、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、90gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

一般炭（輸入炭）については、平成2～11年度の排出係数を毎年の国別輸入量の加重平

均によって設定しているが、実際には年度による排出係数の変化はほとんどなく、また

我が国全体の温室効果ガス排出量に対する石炭（（１）～（３）を除く）の寄与度は低

いことから、平成2～11年度(1990～99年度)についても、平成12年度の排出係数を用いる

こととする。

表 ３.２０  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90

オ 出典

・  「一般炭（原料炭）」と同様のため省略。

カ 排出係数の課 題

・  「一般炭（輸入炭）」と同一の排出係数を設定することの妥当性について検討する

必要がある。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「石炭（（１）～（３）を除く）」の燃料としてのMJで表した

使用量。
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イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.２１  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
無煙炭等の「自家発」、「エネルギー部門自家消費」、

「最終エネルギー消費」の合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」の無煙炭等の「自家発」、

「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値を合計した値を活動量

とする。

（活動量）＝（自家発）＋（エネルギー部門自家消費）＋（最終エネルギー消費の合計値）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、基本的に「総

合エネルギー統計」の一次エネルギー国内供給計を用いるが、非燃焼用途による控除に

ついては、コークス製造のための投入量の５％注は非燃焼と考え、「総合エネルギー統計」

のエネルギー転換における「ガスコークス」、「鉄鋼コークス」、「専業コークス」に

おける各燃料の消費量を合計した量の５％を全体の供給量から差し引いて活動量を算定

する。

注）原料炭の活動量の注釈参照

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

－｛（ガスコークス）＋（鉄鋼コークス）＋（専業コークス）｝×0.05

ウ 活動量の課題

・  非燃焼用途の控除分を５％とすることの妥当性について検討する必要がある。
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（５） コークス

① 算定方法

ア 算定の対象

コークスの燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「コークス」とは総合エネ

ルギー統計の燃料分類の「コークス」に該当し、原料炭等を乾留又は分解蒸留して得ら

れる固形残さのことである。

イ 算定方法

燃料として使用されたコークスの量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

コークス１MJの燃焼に伴い排出されるkgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○従来のインベントリ採用値

○IPCCデフォルト値

（a） 従来のインベ ントリ採用値（供給ベーストップダウン法）

インベントリの供給ベーストップダウン法で従来用いられてきた排出係数は、

107.7gCO2/MJである。なお、この値は実測に基づいて算定されたものである。

（b） 従来のインベ ントリ採用値（消費ベーストップダウン法）

インベントリの消費ベーストップダウン法では、従来、副生ガスのカスケード利用を

考慮して、コークス、コークス炉ガス、高炉ガス及び転炉ガスに対しては、コークス製

造に使用された炭素量を、回収されたコークス、コークス炉ガス、高炉ガス及び転炉ガ

スの熱量の合計で除して求めた、平均排出係数を使用していた。
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コークス、コークス炉ガス、高炉ガス、転炉ガスの排出係数

           ＝コークス製造に使用された炭素量(gCO2)

/回収されたコークス、コークス炉ガス、高炉ガス、転炉ガスの熱量の合計(MJ)

           ＝95.7(gCO2/MJ)（平成10年度の場合）

（c） コークス、高 炉ガス、転炉ガスの平均排出係数

（ｂ）に示した方法には、コークス炉ガスについてはその利用の実態や組成とそぐわ

ない排出係数が設定されるという問題があった。

そこで、コークス炉ガスについてはその組成から求めた排出係数を設定し、コークス、

高炉ガス、転炉ガスについて、熱の利用に基づく平均排出係数を設定する方法が考えら

れる。この考え方に基づいて算定した平均排出係数を表 ３.２２に示す。

なお、「総合エネルギー統計」はコークス産出①と合計値③が一致するように作られ

ているため、表 ３.２２で算定された平均排出係数は、算定に使用したコークスの実測

排出係数と一致する。

表 ３.２２　コークス、高炉ガス、転炉ガスの排出係数算定テーブル

エネルギー量

(PJ)

排出係数

(gCO2/MJ)

CO2排出量

(GgCO2)

コークス産出 1,157 ① 107.7 124,609 ②

コークス量（高炉ガス・転炉ガ

ス除外分）

高炉ガス・転炉ガス

691

466

合　　計 1,157 ③

排出係数 ②／③ 107.7

（d） 国内採用値の 選定

消費ベーストップダウン法に基づいて排出量を算定する際に、最も我が国の実態に即

していると思われる、（ｃ）のコークス、高炉ガス、転炉ガスの平均排出係数

（107.7gCO2/MJ）を国内採用値とする。

（e） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なおIPCCデフォルト値は低位

発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォルト

値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.２３　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

107.7 102.8 4.8 ×
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注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値との差は５％近くある。国内採用値設定の元になった

従来のインベントリ採用値（国内採用値と一致）は算定根拠となったデータの詳細が明

らかではないが、この値は実測に基づいて算定されたものであり、我が国の実態を反映

したものとなっていると考えられる。

以上に基づき、今後、実測データ等の充実を図る必要があるものの、ここでは国内採

用値107.7gCO2/MJを我が国の排出係数とした。今後のインベントリ（消費ベーストップ

ダウン法）ではこの排出係数を使用する。

なお、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）においては、従来どお

りコークスの実測排出係数を使用するが、その値はここでの国内採用値と一致している。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、108gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去のコークスの排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、

平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.２４  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 108 108 108 108 108 108 108 108 108 108

オ 出典

・  総合エネルギー統計

・  「二酸化炭素排出量調査結果報告書  環境庁地球環境部 1992」

カ 排出係数の課 題

今後、実測データ等の充実を図っていく必要がある。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。
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③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「コークス」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.２５  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ コークスの「最終エネルギー消費」の合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」におけるコークスの「最

終エネルギー消費」の合計値を活動量とする。

（活動量）＝（最終エネルギー消費の合計値）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」におけるコークスの「一次エネルギー国内供給計」から設定する。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

ウ 活動量の課題

コークス及びコークス炉ガスの産出量から求めた炭素分は、原料起源の炭素分の92％

（平成12年度総合エネルギー統計のジュール表と改訂後のエネルギー源別発熱量より計

算）にとどまっており、理論上の収率である95％を下回っている。これはコークス炉操

業時の未把握のロス分による影響等と考えられており、コークス産出に伴う炭素収支の

バランスを把握する必要がある。
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（６） 練炭、豆炭

① 算定方法

ア 算定の対象

練炭、豆炭の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「練炭、豆炭」とは総合

エネルギー統計の燃料分類の「練豆炭」に該当する。

イ 算定方法

燃料として使用された練炭、豆炭の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

練炭、豆炭の１MJあたりの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

従来のインベントリの消費ベーストップダウン法において、練炭、豆炭の排出係数は、

コークス等と同じ値を設定していた。練炭、豆炭は無煙炭、コークス、木炭などの粉末

に粘着剤を混ぜ、圧力を掛けることにより成形された燃料であるが、その用途が民生に

限られていること、コークス以外の原料が含まれていることを勘案し、排出係数(国内採

用値)は「（４）石炭（（１）～（３）を除く）」と同一とし、その値とIPCCデフォルト

値とを比較・検討し排出係数を設定した。

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.２６　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

90.0 89.9 0.1 ○

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。
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IPCCデフォルト値と比較した結果、差はほとんど見られなかったため、国内採用値で

ある90.0gCO2/MJを我が国の排出係数とした。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、90gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

「（４）石炭（（１）～（３）を除く）」と同様の理由で、平成2～11年度(1990～99

年度)についても平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.２７  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 90 90 90 90 90 90 90 90 90 90

オ 出典

・  「（４）石炭（（１）～（３）を除く）」と同様のため省略。

カ 排出係数の課 題

・  原料に木炭などを含んでいるため、石炭の排出係数では若干過大評価となっている。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「練炭、豆炭」の燃料としてのMJで表した使用量。
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イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.２８  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ 練豆炭の「最終エネルギー消費」の合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」における練豆炭の「最

終エネルギー消費」の合計値を活動量とする。

（活動量）＝（最終エネルギー消費の合計値）

なお、練豆炭は、石炭等を原料に製造される二次燃料であるため、供給ベーストップ

ダウン法（レファレンスアプローチ）の算定対象となっていない。

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（７） 原油

① 算定方法

ア 算定の対象

原油の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「原油」とは総合エネルギー統

計の燃料分類の「原油」に該当し、地下から汲み上げたままの鉱油のことである。

イ 算定方法

燃料として使用された原油の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

原油の１MJあたりの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 本調査実測値

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 本調査実測値

産出国の違い、ロット単位での品質格差が大きいことに留意し、国内の使用実績に応

じて銘柄別にサンプリングを行い、発熱量あたりの二酸化炭素発生量について、実測を

行った。サンプルは９カ国の15銘柄を各１サンプルずつ選んだが、これら９カ国からの

原油の輸入量は我が国の原油輸入量の９割以上を占めており、また、選択した銘柄は各

国からの輸入量の5割から10割を占めるように選ばれている。排出係数は、燃焼の状態に

よって大きく変わってくると考えられるが、基本的には燃料が完全燃焼する条件で測定

を行った。なお、分析は次の基準に従い行っている。
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表 ３.２９　原油分析方法の概略

項目 測定方法

密度 ＪＩＳ－Ｋ２２４９

Ｃ，Ｈ，Ｎ ＡＳＴＭ－Ｄ５２９１

硫黄分 ＪＩＳ－Ｋ２５４１

発熱量 ＪＩＳ－Ｋ２２７９

液体燃料におけるＣ，Ｈ，Ｎの分析方法は、石炭のようにJISによる規定が定められて

いないため、我が国においては一般に、アメリカの公的規格であるASTM-D5291に準じた

方法による測定が広く用いられており、本調査においても同手法を用いた。なお、この

Ｃ，Ｈ，Ｎ分析手法は石炭においても同様に用いられている。

表 ３.３０  本調査実測値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数 産出国数

60.93 69.88 67.75 1.1 15 9

表 ３.３１  本調査実測値一覧

産油国

（原油名）

密度(15℃)

(kg/l)

炭素

(質量%)

水素

(質量%)

窒素

(質量%)

硫黄

(質量%)

高位発熱量

(J/g)

低位発熱量

(J/g)

排出係数

(gCO2/MJ)

Ａ国(銘柄ａ ) 0.829 85.7 13.5 0.0 0.8 45,540 42,490 69.00
Ａ国(銘柄ｂ ) 0.853 85.0 13.2 0.0 1.8 44,670 41,690 69.75
Ａ国(銘柄ｃ ) 0.826 84.9 14.0 0.0 1.1 45,790 42,620 68.02
Ａ国平均 0.836 85.2 13.6 0.0 1.2 45,333 42,267 68.92
Ｂ国(銘柄ｄ ) 0.860 84.7 13.4 0.0 1.8 44,790 41,730 69.36
Ｂ国(銘柄ｅ ) 0.832 85.1 13.7 0.0 1.2 45,360 42,260 68.81
Ｂ国(銘柄ｆ ) 0.888 84.4 12.9 0.0 2.8 44,320 41,400 69.81
Ｂ国平均 0.860 84.7 13.3 0.0 1.9 44,823 41,797 69.33
Ｃ国(銘柄ｇ ) 0.875 85.2 12.9 0.1 1.8 44,780 41,860 69.74
Ｃ国(銘柄ｈ ) 0.856 85.8 12.7 0.1 1.4 45,010 42,140 69.88
Ｃ国平均 0.865 85.5 12.8 0.1 1.6 44,895 42,000 69.81
Ｄ国(銘柄ｉ ) 0.873 83.1 14.4 0.0 2.5 43,670 40,410 69.77
Ｅ国(銘柄ｊ ) 0.855 83.8 14.4 0.0 1.8 44,970 41,690 68.29
Ｆ国(銘柄ｋ ) 0.843 84.1 14.8 0.0 1.1 45,510 42,140 67.75
Ｇ国（銘柄ｌ） 0.862 83.8 14.2 0.1 1.9 45,060 41,850 68.19
Ｇ国（銘柄ｍ） 0.885 83.9 13.1 0.1 2.8 44,370 41,390 69.36
Ｇ国平均 0.874 83.9 13.6 0.1 2.4 44,715 41,620 68.77
Ｈ国（銘柄n） 0.849 85.2 14.7 0.0 0.1 45,730 42,390 68.32
Ｉ国（銘柄o） 0.822 86.1 13.8 0.0 0.0 45,550 42,430 69.34
注)・石油連盟へのヒアリングをもとに、硫黄分の割合を用いて全体が100%となるように炭素、水素、窒素の割合を補正している。
・密度及び硫黄分については石油連盟提供値。それ以外は本調査実測値である。

（b） 関係者提供値

関係者（電気事業連合会）から提供された1999年度実績の炭素分、熱量から算定した

排出係数を次に示す。

表 ３.３２  関係者提供値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

69.43 72.12 67.58 1.3 49
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表 ３.３３  関係者提供値一覧

（c） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、68.4gCO2/MJである。

（d） 国内採用値の 選定

国内採用値の選定にあたって、本調査実測値と関係者提供値の２組のデータについて

それらの排出係数の分布の比較と、平均値に優位な差があるかどうかｔ検定を行った。

その結果、分布状況に大きな差が無く、有意水準５％で平均値に差があるとは言えない

と判定されたが、関係者提供データは各銘柄がブレンドされた状態で測定されたもので

あり、国別の構成が把握できないことから、ここでは、本調査実測値を用いて排出係数

を設定することとした。設定にあたっては国内の燃料の使用実態を反映させるため、産

出国別の平均排出係数を求めた上で、その値を輸入量によって加重平均した。ここで求

めた値を本調査排出係数とする。なお、産出国別輸入量は「エネルギー生産・需給統計

月報」を用いた。

サン

プル

炭素分

(%)

発熱量

(MJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

1 87.0 40.9 0.925 72.1

2 86.7 40.7 0.924 72.1

3 86.8 41.1 0.927 71.7

4 87.0 41.8 0.940 71.7

5 87.2 41.5 0.930 71.7

6 86.6 41.8 0.939 71.4

7 86.6 41.9 0.941 71.4

8 86.3 40.1 0.897 70.8

9 86.5 40.8 0.910 70.7

10 85.2 41.1 0.929 70.6

11 86.7 40.3 0.893 70.4

12 86.7 40.4 0.894 70.3

13 86.2 39.1 0.860 69.6

14 86.3 39.4 0.865 69.5

15 86.2 39.1 0.859 69.5

16 86.3 39.5 0.865 69.3

17 86.2 39.4 0.865 69.3

18 85.9 39.1 0.859 69.3

19 86.0 39.3 0.863 69.3

20 86.2 39.4 0.863 69.3

21 86.2 39.2 0.859 69.3

22 86.2 39.4 0.863 69.3

23 86.4 38.8 0.849 69.3

24 86.3 39.5 0.865 69.2

25 86.0 39.3 0.862 69.2

サン

プル

炭素分

(%)

発熱量

(MJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

26 86.0 39.0 0.857 69.2

27 85.9 39.1 0.860 69.2

28 85.9 38.7 0.850 69.2

29 86.2 39.1 0.853 69.0

30 85.8 39.5 0.865 69.0

31 86.0 39.1 0.855 69.0

32 85.8 39.5 0.865 68.9

33 86.0 39.1 0.854 68.9

34 86.0 39.1 0.854 68.9

35 85.9 38.9 0.851 68.9

36 85.8 39.0 0.854 68.8

37 85.9 39.0 0.853 68.8

38 85.9 39.6 0.866 68.8

39 85.6 38.9 0.850 68.6

40 85.5 39.5 0.862 68.5

41 85.4 39.6 0.865 68.4

42 85.3 39.6 0.864 68.3

43 85.2 39.0 0.853 68.3

44 85.1 39.0 0.853 68.2

45 84.2 39.6 0.873 68.1

46 85.1 39.1 0.853 68.1

47 85.1 38.7 0.841 67.9

48 85.0 38.4 0.834 67.6

49 83.7 39.6 0.871 67.6
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表 ３.３４  本調査実測データと関係者提供データの平均値の差の検定

項目 本調査実測値 関係者提供値

データ数 15 49

自由度 14 48

平均 69.03 69.43

分散 0.5481 1.386

不偏分散 0.5873 1.415

ｔ値 1.251

ｔ(62,0.05) 2.00

検定結果注） 平均値に差があるとは言えない（有意水準５％）

注）データから求めたｔ値が、自由度62(=14+48)、有意水準5％のｔ値

（=t(62,0.05)）を超えている場合に、平均値に差があると判定される。

図 ３.２  本調査実測データと関係者提供データの排出係数の分布

本調査排出係数＝Σ(ＥＦ国別×Ｗt国別)／Σ(Ｗt国別)

             ＝69.05

  ＥＦ国別：産出国別平均排出係数(gCO2/MJ)

  Ｗt国別：産出国別輸入量(t)

  Ｗt国別=Ｗ国別×比重国別

  Ｗ国別：産出国別輸入量(kl)

  比重国別：産出国別平均比重（kg/l）

従来のインベントリ採用値の68.4gCO2/MJに対して、本調査補正値は68.4gCO2/MJであ

り、ほぼ一致した値となっている。以上に基づき、本調査排出係数（69.1gCO2/MJ）を国

内採用値とした。
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（e） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.３５　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

69.1 69.7 -0.9 ○

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

なお、国内採用値を表 ３.３１に示した低位発熱量ベースで計算すると、74.1gCO2/MJ

になり、低位発熱量ベースのIPCCデフォルト値73.3gCO2/MJとの差2%以内を満足している。

以上に基づき、国内採用値（69.1gCO2/MJ）を我が国の排出係数とする。今後のインベ

ントリでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、69.0gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

平成2～11年度(1990～99年度)の排出係数については、産出国別平均排出係数、産出国

別平均総発熱量、産出国別平均比重を当該年度の産出国別輸入量で加重平均して算定す

る。出国別輸入量については「エネルギー生産・需給統計年報」を用いる。

表 ３.３６  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 68.9 68.9 69.0 69.0 69.0 69.0 69.0 69.0 69.0 69.0

オ 出典

・  平成 11 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会実測データ（石油連盟提供のサンプ

ル）

・  液体燃料の比重及び硫黄分に関するデータ（石油連盟）

・  電気事業連合会 1999 年度実績資料

カ 排出係数の課 題

・  特になし。
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キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「原油」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.３７  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
原油の「電気事業者」、「エネルギー部門自家消費」、

「最終エネルギー消費」の合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」の原油の「電気事業者」、

「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値を合計した値を活動量

とする。

（活動量）＝（電気事業者）＋（エネルギー部門自家消費）＋（最終エネルギー消費の合計値）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では「総合エネルギ

ー統計」の原油の「一次エネルギー国内供給計」を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（８） 天然ガス液 （ＮＧＬ）

① 算定方法

ア 算定の対象

天然ガス液（ＮＧＬ）の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「天然ガス液

（ＮＧＬ）」とは総合エネルギー統計の燃料分類の「ＮＧＬ」に該当し、天然ガス採掘

の際に発生する液状の燃料のことである。

イ 算定方法

燃料として使用された天然ガス液（ＮＧＬ）の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

天然ガス液（ＮＧＬ）１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 関係者提供値

関係者（電気事業連合会）から提供された1999年度実績の炭素分、熱量のデータから

算定した排出係数を次に示す。

表 ３.３８  関係者提供値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

67.5 68.9 66.4 1.7 4
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表 ３.３９  関係者提供値の概略

サンプル
炭素割合

(%)

高位発熱量

(MJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

1 86.4 35.70 0.777 68.9
2 86.2 35.72 0.768 68.0
3 84.6 36.51 0.785 66.7
4 84.4 36.67 0.787 66.4

単純平均値 67.5
出典：電気事業連合会提供資料（1999年度実績）

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、68gCO2/MJである。なお、この値は原油と同じ値として

設定されている。

（c） 国内採用値の 選定

ＮＧＬは油田系ＮＧＬとガス田系ＮＧＬに区分され、その性状も軽質ナフサとほぼ同

等のものから、灯軽油留分を多く含むものまで幅が広くなっている。よって、想定され

ている性状の違いにより、排出係数はかなり変化すると考えられるが、平均的には原油

よりもやや小さな排出係数となることが予想される。本調査排出係数は、この想定に見

合うものとなっており、ある程度信頼性は高いものと思われる。

以上に基づき、本調査排出係数を国内採用値とした。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.４０　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

67.5 59.9 12.7 ×

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

上記判定結果では２％以内という判定基準を満足することが出来なかったが、外国で

はＬＰＧを含めプロパン以上の重質炭化水素をＮＧＬとすることが多くなっており、Ｌ

ＰＧと同じ値がデフォルト値では設定されている。それに対して、我が国の従来のイン

ベントリ採用値は原油と同じ値となっている。既述のように、ＮＧＬについては成分の

ばらつきが大きく、我が国で想定しているＮＧＬの性状は、デフォルトで想定されてい

るＮＧＬとは組成が異なると判断される。
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以上に基づき、国内採用値（67.5gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今後のインベ

ントリでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、68gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去の天然ガス液（ＮＧＬ）の排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難

であるため、平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.４１  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 68 68 68 68 68 68 68 68 68 68

オ 出典

・  電気事業連合会 1999 年度実績資料

カ 排出係数の課 題

・  採用した排出係数は電気事業者から提供を受けたデータにより算定したものである

が、平成 10 年度現在、ＮＧＬの国内総供給量が 216PJ であるのに対して、電力用途

におけるＮＧＬの活動量はそのうちの 0.5%(1PJ)を占めるにとどまっている（総合

エネルギー統計）ことから、供給ベーストップダウン方式でこの排出係数を用いる

場合には代表性に問題が残る。ただし、燃料として直接燃焼しているのは電力用途

のみであり、消費ベーストップダウン方式では問題とはならない。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「天然ガス液（ＮＧＬ）」の燃料としてのMJで表した使用量。
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イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.４２  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
ＮＧＬの「電気事業者」、「最終エネルギー消費」の

合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」のＮＧＬの「電気事業

者」、「最終エネルギー消費」の合計値を合計した値を活動量とする。

（活動量）＝（電気事業者）＋（最終エネルギー消費の合計値）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では「総合エネルギ

ー統計」におけるＮＧＬの「一次エネルギー国内供給計」を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（９） ガソリン

① 算定方法

ア 算定の対象

ガソリンの燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「ガソリン」とは総合エネ

ルギー統計の燃料分類の「ガソリン」に該当する。

イ 算定方法

燃料として使用されたガソリンの量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

ガソリン１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 本調査実測値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 本調査実測値

国内の元売り会社の販売実績に応じてサンプリングして発熱量あたりの二酸化炭素発

生量について実測を行った。排出係数は、燃焼の状態によって大きく変わってくると考

えられるが、基本的には燃料が完全燃焼する条件で測定を行った。分析法は「原油」の

場合と同様であり、公的な規格に準拠したものとなっている。測定結果を次に示す。
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表 ３.４３  本調査実測値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

68.8 69.1 69.0 0.6 5

石油連盟より提供を受けたJIS2号を測定

表 ３.４４  本調査実測値一覧

サンプル
炭素

(%)
水素

(%)
窒素

(%)
硫黄

(%)
高位発熱量

(J/g)
低位発熱量

(J/g)
排出係数

(gCO2/MJ)
Ａ社 85.9 14.0 0.0 0.0020 46,310 43,150 68.01
Ｂ社 86.5 13.4 0.0 0.0011 45,960 42,930 69.01
Ｃ社 86.6 13.3 0.0 0.0030 46,090 43,080 68.89
Ｄ社 86.6 13.3 0.0 0.0065 45,970 42,960 69.07
Ｅ社 86.7 13.2 0.0 0.0029 46,130 43,150 68.91

単純平均値 46,092 43,054 68.8

なお、石油連盟へのヒアリングによれば、石油製品の重量あたりの熱量は比較的安定

しているが、比重は変動が大きいため平均的な値を算定するためにより多くサンプルが

必要であるとのことから、ここでは、ガソリンの比重については別途関係者の提供資料

を用いることとした。

　　　ガソリン平均比重　　　　：0.7286kg/l(N=62、石油連盟調べ)

　　　体積当たり平均高位発熱量：33.58MJ/l(46.092×0.7286)

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、67.1gCO2/MJである。

（c） 国内採用値の 選定

（ａ）で求めた実測値排出係数を本調査値として従来のインベントリ採用値との比較

を行ったところ、3％ほど大きな値となっているが、実測調査に基づく本調査排出係数の、

68.8gCO2/MJを国内採用値とした。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.４５　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

68.8 65.8 4.6 ×

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。
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国内採用値とIPCCデフォルト値との差は4.6％となっており、表 ３.４４に示した低位

発熱量ベースで算定した実測値排出係数（73.6gCO2/MJ）と、低位発熱量ベースのデフォ

ルト値69.3gCO2/MJとの差も6%程度となっている。

しかし、国内採用値である本調査実測値はJIS及び、米国の公的規格に準じた手法で測

定したものであり、その測定精度が信頼できることから、デフォルト値は我が国の実勢

と異なっていると判断した。

以上に基づき、国内採用値（68.8gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今後のインベ

ントリでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、68.8gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去のガソリンの排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、

平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.４６  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 68.8 68.8 68.8 68.8 68.8 68.8 68.8 68.8 68.8 68.8

オ 出典

・  平成 11 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会実測データ（石油連盟提供のサンプ

ル）

・  液体燃料の比重及び硫黄分に関するデータ（石油連盟）

カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。
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③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「ガソリン」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.４７  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
ガソリンの「エネルギー部門自家消費」、「最終エネ

ルギー消費」の合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」のガソリンの「エネル

ギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値を合計した値を活動量とする。

（活動量）＝（エネルギー部門自家消費）＋（最終エネルギー消費の合計値）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では「総合エネルギ

ー統計」におけるガソリンの「一次エネルギー国内供給計」を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（１０） ナフサ

① 算定方法

ア 算定の対象

ナフサの燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「ナフサ」とは総合エネルギ

ー統計の燃料分類の「ナフサ」に該当する。

イ 算定方法

燃料として使用されたナフサの量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

ナフサ１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 本調査実測値

関係者（電気事業連合会）から提供された1999年度実績の炭素分、熱量のデータから

算定した排出係数を次に示す。

表 ３.４８  関係者提供値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

65.2 65.5 65.0 0.3 3
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表 ３.４９  関係者提供値の概略

サンプル
炭素割合

(%)

高位発熱量

(MJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

1 84.2 34.39 0.730 65.5

2 84.3 34.09 0.719 65.2

3 84.2 34.20 0.720 65.0

単純平均値 65.2
出典：電気事業連合会提供資料（1999年度実績）

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、68gCO2/MJである。なお、この値は原油と同じ値として

設定されている。

（c） 国内採用値の 選定

ＮＧＬは油田系ＮＧＬとガス田系ＮＧＬに区分され、その性状も軽質ナフサとほぼ同

等のものから、灯軽油留分を多く含むものまで幅が広くなっている。よって、想定され

ている性状の違いにより、排出係数はかなり変化すると考えられるが、平均的には原油

よりもやや小さな排出係数となることが予想される。本調査排出係数は、この想定に見

合うものとなっており、ある程度信頼性は高いものと思われる。

以上に基づき、本調査排出係数を国内採用値とした。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.５０　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

65.2 69.7 -6.5 ×

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

IPCCデフォルト値との比較では6.5%低い値となったが、IPCCデフォルト値に対して、

従来のインベントリ採用値と関係者提供値はともに同程度低い傾向を示すことから、

IPCCデフォルトで想定されている組成は我が国で使用されているナフサと異なっている

と判断した。

以上に基づき、国内採用値（65.2gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今後のインベ

ントリでは、この排出係数を使用する。
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ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、65.2gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去のナフサの排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、平

成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.５１  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 65.2 65.2 65.2 65.2 65.2 65.2 65.2 65.2 65.2 65.2

オ 出典

・  電気事業連合会 1999 年度実績資料

カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「ナフサ」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.５２  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
ナフサの「電気事業者」、「自家発」、「エネルギー

部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値
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（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」のナフサの「電気事業

者」、「自家発」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値を

合計した値から、化学工業で用いられる非燃焼用途分（化学工業における消費量の８割

が燃焼用途以外の用途と仮定する）及び工業プロセスにおけるアンモニア製造に伴う排

出との重複分を控除した量を活動量とする。

（活動量）＝（電気事業者）＋（自家発）＋（エネルギー部門自家消費）

＋（最終エネルギー消費の合計値）－（化学工業における使用量）×0.8

－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

【ナフサ及びＬＰＧの原料用消費分の控除について】

化学工業におけるナフサ及びＬＰＧの原料用消費分の控除については、今回新たに関係者に

ヒアリングを行い、石油化学産業における化学品に転換されるナフサのマテリアルバランス

について検討を行った結果、従来どおり、「総合エネルギー統計」の「化学工業」における

ナフサ及びＬＰＧの消費量のうち80%を控除することとした。

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」の「一次エネルギー国内供給計」を用いるが、化学工業で用いられる非燃焼

用途分（化学工業における消費量の８割が燃焼用途以外の用途と仮定する）及び工業プ

ロセスにおけるアンモニア製造に伴う排出との重複分を控除したものを活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）－（化学工業における使用量）×0.8

－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

ウ 活動量の課題

・  検討の結果、化学工業部門における消費量のうち非燃焼用途の割合を 80％と設定し

たが、捕捉されていない燃焼用途分があるかどうか、今後も検討する必要がある。
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（１１） ジェット燃 料油

① 算定方法

ア 算定の対象

ジェット燃料油の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「ジェット燃料油」

とは総合エネルギー統計の燃料分類の「ジェット燃料油」に該当し、ジェット機に用い

る特殊グレードの灯油のことである。

イ 算定方法

燃料として使用されたジェット燃料油の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

ジェット燃料油１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（ア） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、67.1gCO2/MJである。

（a） 国内採用値の 選定

今回、新たな知見が得られていないため、国内採用値としては従来のインベントリ採

用値67.1gCO2/MJを用いることとした。なお、石油連盟に対するヒアリングの結果、ジェ

ット燃料の組成はほぼ灯油と同じであることが明らかとなっている。
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（b） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.５３　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

67.1 68 -1.3 ○

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値を比較した結果、その差は２％未満であった。

以上に基づき、国内採用値（67.1gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今後のインベ

ントリでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、67gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去のジェット燃料油の排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難である

ため、平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.５４  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 67 67 67 67 67 67 67 67 67 67

オ 出典

・  特になし。

カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

・  今後、実測調査を行い、実測データに基づく排出係数の設定について検討を行う。
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③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「ジェット燃料油」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.５５  活動量の出典

資料名 ジェット燃料使用量（国土交通省提供データ）

発行日 ---

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ 国内線におけるジェット燃料使用量

（b） 設定方法

国内線におけるジェット燃料使用量に、「総合エネルギー統計」に示されるジェット

燃料の発熱量を乗じて活動量を算定する。

（活動量）＝（ジェット燃料使用量）×（ジェット燃料の発熱量）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」の「ジェット燃料油」の「一次エネルギー国内供給計」を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

ウ 活動量の課題

・  特になし。



53

（１２） 灯油

① 算定方法

ア 算定の対象

灯油の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「灯油」とは総合エネルギー統

計の燃料の分類の「灯油」に該当する。

イ 算定方法

燃料として使用された灯油の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

灯油１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 本調査実測値

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 本調査実測値

各銘柄の国内の販売実績に応じてサンプリングして、発熱量あたりの二酸化炭素発生

量について実測を行った。排出係数は、燃焼の状態によって大きく変わってくると考え

られるが、基本的には燃料が完全燃焼する条件で測定を行った。分析法は「原油」の場

合と同様であり、公的な規格に準拠したものとなっている。排出係数の算定値を次に示

す。
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表 ３.５６  本調査実測値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

68.5 68.65 68.36 0.2 5

サンプルは石油連盟より提供を受けた。全てJIS1号である。

表 ３.５７  本調査実測値一覧

サンプル
炭素

(%)
水素

(%)
窒素

(%)
硫黄

(%)
高位発熱量

(J/g)
低位発熱量

(J/g)
排出係数

(gCO2/MJ)
Ａ社 86.1 13.8 0.0 0.0044 46,040 42,920 68.57
Ｂ社 86.0 13.9 0.0 0.0050 46,130 42,990 68.36
Ｃ社 85.8 14.1 0.0 0.0031 46,000 42,810 68.39
Ｄ社 86.3 13.6 0.0 0.0021 46,130 43,060 68.60
Ｅ社 86.1 13.8 0.0 0.0008 45,990 42,870 68.65

単純平均値 46,058 42,930 68.5

なお、比重についてはガソリンと同様、別途関係者から提供されたデータを用いた。

　　　　灯油平均比重　　　　　　：0.7945kg/l(N=29、石油連盟調べ)

　　　　体積当たり平均高位発熱量：36.6MJ/l(46058×0.7945)

（b） 関係者提供値

関係者（電気事業連合会）から提供された1999年度実績の炭素分、熱量から算定した

排出係数を次に示す。

表 ３.５８  関係者提供値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

67.6 67.8 66.2 0.5 16

表 ３.５９  関係者提供値の概略

（c） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、67.9gCO2/MJである。

サン

プル

炭素分

(%)

発熱量

(MJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

1 85.4 36.5 0.791 67.8

2 85.4 36.5 0.791 67.8

3 85.4 36.5 0.791 67.7

4 85.3 36.5 0.791 67.7

5 85.4 36.6 0.791 67.7

6 85.4 36.6 0.791 67.7

7 85.3 36.5 0.790 67.7

8 85.4 36.6 0.791 67.7

サン

プル

炭素分

(%)

発熱量

(MJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

9 85.4 36.5 0.773 66.2

10 85.3 36.5 0.791 67.7

11 85.4 36.6 0.791 67.7

12 85.4 36.6 0.790 67.6

13 85.3 36.6 0.791 67.6

14 85.3 36.6 0.791 67.6

15 85.3 36.6 0.791 67.6

16 85.3 36.6 0.791 67.5
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（d） 国内採用値の 選定

国内採用値の選定にあたって、本調査実測値と関係者提供値の２組のデータについて

それらの排出係数の分布の比較と、平均値に有意な差があるかどうかｔ検定を行ったが、

本調査実測値と関係者提供値の分布状況が異なり、有意水準５％で平均値に差があると

判定された。

表 ３.６０  本調査実測データと関係者提供データの平均値の差の検定

項目 本調査実測値 関係者提供値

データ数 5 16

自由度 4 15

平均 68.51 67.69

分散 0.0167 0.0067

不偏分散 0.0209 0.0071

ｔ値 16.115

ｔ(19,0.05) 2.093

検定結果注） 平均値に差がある（有意水準５％）

注）データから求めたｔ値が、自由度19(=4+15)、有意水準5％のｔ値

（=t(19,0.05)）を超えている場合に、平均値に差があると判定される。

図 ３.３  本調査実測データと関係者提供データの排出係数の分布

本調査実測データと関係者提供データの排出係数の分布は、かなり隔たりが大きくな
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従来のインベントリ採用値と本調査実測値を比較すると、差は１％程度である。本調
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トリ採用値はその設定根拠となったデータの詳細が明らかになっていないという問題が

ある。我が国の排出係数としては、基礎データ及び算定方法が明らかになっている本調

査実測値を用いた方が良いものと思われる。

以上の検討結果に基づき、本調査実測値（68.5gCO2/MJ）を国内採用値とした。

（e） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.６１　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

68.5 68.3 0.3 ○
注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値の差は0.3％程度であり、ほとんど一致している。以上

の判定結果より、国内採用値（68.5gCO2/MJ）を我が国における排出係数とした。今後の

インベントリでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、68.5gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去の灯油の排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、平成

12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.６２  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 68.5 68.5 68.5 68.5 68.5 68.5 68.5 68.5 68.5 68.5

オ 出典

・  平成 11 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会実測データ（石油連盟提供のサンプ

ル）

・  液体燃料の比重及び硫黄分に関するデータ（石油連盟）

・  電気事業連合会 1999 年度実績資料
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カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「灯油」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.６３  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
灯油の「熱供給事業者」、「エネルギー部門自家消費」、

「最終エネルギー消費」の合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」の灯油の「熱供給事業

者」、「エネルギー部門自家消費」及び「最終エネルギー消費」の合計値を合計した値

を活動量とする。

（活動量）＝（熱供給事業者）＋（エネルギー部門自家消費）＋（最終エネルギー消費の合計値）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」の灯油の「一次エネルギー国内供給計」を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（１３） 軽油

① 算定方法

ア 算定の対象

軽油の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「軽油」とは総合エネルギー統

計の燃料分類の「軽油」に該当する。

イ 算定方法

燃料として使用された軽油の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

軽油１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 本調査実測値

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 本調査実測値

元売り会社の販売実績に応じてサンプリングして、発熱量あたりの二酸化炭素発生量

について実測を行った。排出係数は、燃焼の状態によって大きく変わってくると考えら

れるが、基本的には燃料が完全燃焼する条件で測定を行った。分析法は「原油」の場合

と同様であり、公的な規格に準拠したものとなっている。排出係数の算定値を次に示す。
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表 ３.６４  本調査実測値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

69.4 70.4 68.9 0.9 5

注）石油連盟より提供されたJIS2号について分析した。

表 ３.６５  本調査実測値一覧

サンプル
炭素

(%)
水素

(%)
窒素

(%)
硫黄

(%)
高位発熱量

(J/g)
低位発熱量

(J/g)
排出係数

(gCO2/MJ)
Ａ社 86.7 13.2 0.0 0.034 45,800 42,820 69.41
Ｂ社 86.6 13.3 0.0 0.030 45,760 42,750 69.39
Ｃ社 86.5 13.4 0.0 0.048 46,050 43,020 68.87
Ｄ社 86.5 13.4 0.0 0.035 45,970 42,940 68.99
Ｅ社 86.6 13.3 0.0 0.027 45,080 42,070 70.44

単純平均値 45,730 42,720 69.4

なお、比重についてはガソリンと同様、別途石油連盟資料を用いた。

　　軽油平均比重　　  　　　：0.8334kg/l(N=60)

　　体積当たり平均高位発熱量：38.1MJ/l(45,730×0.8334)

（b） 関係者提供値

関係者（電気事業連合会）から提供された1999年度実績の炭素分、熱量から算定した

排出係数を次に示す。

表 ３.６６  関係者提供値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

68.9 69.8 68.4 0.5 31

表 ３.６７  関係者提供値の概略

サン

プル

炭素分

(%)

発熱量

(MJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

1 86.7 38.2 0.839 69.8

2 86.5 38.1 0.834 69.5

3 86.6 38.3 0.838 69.4

4 86.6 38.6 0.844 69.4

5 86.6 38.7 0.846 69.4

6 86.4 37.9 0.829 69.3

7 86.5 38.6 0.844 69.3

8 86.3 37.8 0.826 69.2

9 86.4 38.1 0.833 69.2

10 86.4 38.2 0.834 69.2

11 86.3 38.4 0.838 69.1

12 86.3 38.1 0.830 69.0

13 86.3 38.1 0.830 69.0

14 86.3 38.1 0.829 68.9

15 86.3 38.2 0.832 68.9

16 86.2 38.1 0.831 68.8

サン

プル

炭素分

(%)

発熱量

(MJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

17 85.6 38.5 0.845 68.8

18 85.7 38.3 0.839 68.8

19 86.2 38.3 0.832 68.7

20 86.3 38.3 0.832 68.7

21 85.7 38.3 0.838 68.7

22 85.7 38.3 0.838 68.7

23 86.1 38.4 0.833 68.5

24 85.7 38.4 0.836 68.5

25 85.7 38.2 0.832 68.4

26 85.7 37.9 0.825 68.4

27 85.7 37.8 0.824 68.4

28 85.7 38.3 0.835 68.4

29 85.7 37.7 0.820 68.4

30 85.7 38.0 0.826 68.4

31 85.7 38.0 0.827 68.4
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（c） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、68.7gCO2/MJである。

（d） 国内採用値の 選定

国内採用値の選定にあたって、本調査実測値と関係者提供値の２組のデータについて

それらの排出係数の分布の比較と、平均値に有意な差があるかどうかｔ検定を行ったが、

本調査実測値と関係者提供値の分布状況が異なり、有意水準５％で平均値に差があると

判定された。

表 ３.６８  本調査実測データと関係者提供データの平均値の差の検定

項目 本調査実測値 関係者提供値

データ数 5 31

自由度 4 30

平均 69.42 68.88

分散 0.3789 0.1647

不偏分散 0.4736 0.1702

ｔ値 2.467

ｔ(34,0.05) 2.03

検定結果注） 平均値に差がある（有意水準５％）

注）データから求めたｔ値が、自由度34(=4+30)、有意水準5％のｔ値

（=t(34,0.05)）を超えている場合に、平均値に差があると判定される。

図 ３.４  本調査実測データと関係者提供データの排出係数の分布
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本調査実測値で用いたサンプルは全てJIS２号であり、このサンプルは、５種類（特１

号～特３号）ある軽油の本来の排出係数の分布から見て偏ったサンプリングになってい

ると考えられる。関係者提供データについてはその詳細は不明であるが、２組のデータ

の分布を比較して見ると、軽油の排出係数の本来の分布は、本調査実測データよりも幅

の広い分布になっていることが予想される。以上の検討を元に、２つのデータを合わせ

ることによって分布の偏りがある程度解消されると考え、本調査実測値と関係者提供値

の平均排出係数を本調査値とした。

表 ３.６９  本調査実測値と関係者提供値の平均値（本調査値）

排出係数

(gCO2/MJ)

発熱量

(MJ/l)

比重※２

(kg/l)

本調査実測値 69.4 38.1※１ 0.8334

関係者提供値 68.9 38.2 0.8334

平均値（本調査値） 69.2 38.2 0.8334

※１）重量あたりの発熱量に比重を乗じて算定した

※２）石油連盟資料による

従来のインベントリ採用値は、算定の元になったデータの詳細が明らかでないことか

ら、ここで求めた本調査値（69.2gCO2/MJ）を国内採用値として選定した。

（e） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.７０　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

69.2 70.4 -1.7 ○

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値を比較すると、値の差は２％以下となっていた。

以上に基づき、国内採用値（69.2gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今後のインベ

ントリでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、69.2gCO2/MJとする。
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エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去の軽油の排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、平成

12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.７１  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2 69.2

オ 出典

・  平成 11 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会実測データ（石油連盟提供のサンプ

ル）

・  液体燃料の比重及び硫黄分に関するデータ（石油連盟）

・  電気事業連合会 1999 年度実績資料

カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「軽油」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.７２  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
軽油の「電気事業者」、「エネルギー部門自家消費」、

「最終エネルギー消費」の合計値
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（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」の軽油の「電気事業者」、

「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値を合計した値を活動量

とする。

（活動量）＝（電気事業者）＋（エネルギー部門自家消費）＋（最終エネルギー消費の合計値）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」の軽油の「一次エネルギー国内供給計」を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（１４） Ａ重油

① 算定方法

ア 算定の対象

Ａ重油の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「Ａ重油」とは総合エネルギ

ー統計の燃料分類の「Ａ重油」に該当し、ＪＩＳによる重油分類の「１種」のことであ

る。（ＪＩＳでは重油は動粘度により１～３種に分類されている。）

イ 算定方法

燃料として使用されたＡ重油の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

Ａ重油１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 本調査実測値

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（イ） 本調査実測値

今回の実測調査では、５サンプルについて二酸化炭素発生量の実測を行った。Ａ重油

はJIS規格では１種１号と１種２号の２種類に区分されているが、サンプルを選択する際

には、サンプルの提供を受けた元売り各社の販売実績に応じて１種１号を１サンプル、

１種２号を４サンプル取った。排出係数は、燃焼の状態によって大きく変わってくると

考えられるが、基本的には燃料が完全燃焼する条件で測定を行った。分析法は「原油」

の場合と同様であり、公的な規格に準拠したものとなっている。なお、サンプルは石油

連盟より提供を受けた。
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表 ３.７３  本調査実測値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

71.6 72.0 70.9 0.7 5

注）サンプル数はJIS2号が４サンプル、JIS1号が１サンプルである。

表 ３.７４  本調査実測値一覧

サンプル
炭素

(%)
水素

(%)
窒素

(%)
硫黄

(%)
高位発熱量

(J/g)
排出係数

(gCO2/MJ
)

Ａ社 87.4 12.3 0.0 0.63 44,910 71.36
Ｂ社 87.6 11.9 0.0 0.74 44,620 71.99
Ｃ社 86.9 12.4 0.0 0.91 44,940 70.90
Ｄ社 87.9 12.0 0.0 0.061 44,750 72.02
Ｅ社 87.3 12.1 0.0 0.83 44,600 71.77

単純平均値 44,760 71.61

なお、比重についてはガソリンと同様、別途石油連盟資料を用いた。

　　　 Ａ重油平均比重　　  　　：0.8640kg/l

　　　 体積当たり平均高位発熱量：38.7MJ/l(44,760× 0.8640)

　　　　(比重については平成10年度製油所出荷実績、石油連盟調べ)

（a） 関係者提供値

関係者より提供を受けたデータから求めた個別データの排出係数を、全データについ

て単純平均して排出係数を算定した。算定の基礎になったデータは電気事業連合会から

提供を受けた25サンプルである。

表 ３.７５  関係者提供値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

69.7 74.9 68.6 2.0 25

出典：電気事業連合会提供資料(1999年度実績)
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表 ３.７６  関係者提供値一覧

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は69.3 gCO2/MJである。

（c） 国内採用値の 選定

国内採用値の選定にあたって、まず本調査実測値と関係者提供値の２組のデータにつ

いて、平均値の差に関する検定と排出係数の分布状況の解析を行った。平均値の差に関

するｔ検定の結果、有意水準５％で平均値に差があると判定された。２組のデータの排

出係数の分布状況を見ると、本調査実測データは平均値付近にピークを持つ分布になっ

ているが、関係者からの提供データは、最小値付近にピークを持つ分布となっている。

表 ３.７７  関係者提供値一覧

項目 本調査実測データ 関係者提供データ

データ数 5 25

自由度 4 24

平均 71.61 69.74

分散 0.2256 2.026

不偏分散 0.2819 2.110

t値 2.797

t(28,0.05) 2.048

検定結果注) 平均値に差がある（有意水準５％）

注)データから求めたｔ値が、自由度28(=4+24)、有意水準5％のｔ値

（=t(28,0.05)）を超えている場合に、平均値に差があると判定される。

サン

プル

炭素分

(%)

発熱量

(NJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

1 87.1 36.4 0.854 74.9

2 87.6 39.0 0.873 72.0

3 87.3 39.1 0.872 71.4

4 86.7 38.6 0.864 71.2

5 86.9 39.9 0.887 70.9

6 86.3 38.7 0.861 70.4

7 85.9 38.8 0.860 69.9

8 86.2 39.2 0.864 69.8

9 86.6 38.2 0.839 69.7

10 86.7 38.6 0.844 69.6

11 86.7 38.6 0.841 69.3

12 86.1 38.6 0.848 69.3

13 85.8 38.9 0.858 69.3

サン

プル

炭素分

(%)

発熱量

(NJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

14 85.5 38.7 0.853 69.1

15 85.5 38.8 0.853 69.0

16 85.8 38.7 0.849 69.0

17 85.6 38.8 0.851 68.9

18 85.6 38.8 0.852 68.9

19 85.6 38.8 0.852 68.9

20 85.7 38.7 0.848 68.8

21 85.0 39.2 0.865 68.8

22 85.5 38.9 0.854 68.8

23 86.2 38.5 0.837 68.7

24 85.7 38.8 0.847 68.6

25 86.0 38.4 0.835 68.5
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Ａ重油の排出係数の分布
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図 ３.５  本調査実測データと関係者提供データの排出係数の分布

本調査実測データと関係者提供データの排出係数の分布はこのように相違の大きいも

のになっているが、電気事業者においては特殊なＡ重油が選択的に用いられている可能

性があり、また我が国のＡ重油の全消費量に占める電気事業者の割合はごくわずかであ

る。よって、本調査実測値はデータ数は少ないものの、関係者提供値よりも代表性が高

いのではないかと考えられる。以上に基づき、本調査実測データから求めた排出係数

71.6gCO2/MJを本調査排出係数とした。

次にこの値と従来のインベントリ採用値との比較を行った。従来のインベントリ採用

値と本調査補正値の差は2.7％程度であった。従来のインベントリ採用値については、そ

の設定根拠となったデータの詳細が明らかになっていないという問題があり、今後実施

される不確実性の評価に対応するためには、基礎データ及び算定方法が明らかとなって

いる本調査値を用いた方が良いものと考えられる。

以上の検討に基づき、本調査排出係数（71.6gCO2/MJ）を国内採用値とした。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.７８　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

71.6 73.5 -2.6 ×
注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。
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国内採用値とIPCCデフォルト値を比較した結果、差は２％を超えている。IPCCのカテ

ゴリではＡ、Ｂ、Ｃ重油の区別がなされておらず、また重油は成分のばらつきがかなり

大きな燃料種である。このような理由により、我が国の実態に合った排出係数設定のた

めには、IPCCデフォルト値を用いるよりも、国内のデータに基づく値を用いる方が適切

であると考えられる。

以上の検討結果に基づき、国内採用値（71.6gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今

後のインベントリでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、71.6gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去のＡ重油の排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、平

成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.７９  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6

オ 出典

・  平成 11 年度温室効果ガス排出量算定方法検討会実測データ（石油連盟提供のサンプ

ル）

・  液体燃料の比重及び硫黄分に関するデータ（石油連盟）

・  電気事業連合会 1999 年度実績資料

カ 排出係数の課 題

・  「ガソリン」と同様のため省略。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「Ａ重油」の燃料としてのMJで表した使用量。
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イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.８０  運輸部門以外の活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
Ａ重油の「自家発」、「エネルギー部門自家消費」、

「最終エネルギー消費」の合計値（運輸部門は除く）

表 ３.８１  運輸部門の活動量の出典

資料名
交通関係エネルギー要覧  平成13・14年度版

国土交通省総合政策局情報管理部 編

発行日 平成14年7月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ 内航海運におけるＡ重油使用量

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」のＡ重油の「自家発」、

「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値（運輸部門は除く）を

合計した値に、熱量に換算したＡ重油使用量（交通関係エネルギー要覧のＡ重油使用量

に総合エネルギー統計のＡ重油の発熱量を乗じた量）を加えた量を活動量とする。

（活動量）＝（自家発）＋（エネルギー部門自家消費）

＋（最終エネルギー消費の合計値（運輸部門は除く））

＋（交通関係エネルギー要覧のＡ重油使用量）×（Ａ重油の発熱量）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」のＡ重油の「一次エネルギー国内供給計」を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（１５） Ｂ重油

① 算定方法

ア 算定の対象

Ｂ重油の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「Ｂ重油」とは総合エネルギ

ー統計の燃料分類の「Ｂ重油」に該当し、ＪＩＳによる重油分類の「２種」のことであ

る。（ＪＩＳでは重油は動粘度により１～３種に分類されている。）

イ 算定方法

燃料として使用されたＢ重油の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

Ｂ重油１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

石油連盟へのヒアリングをもとに、発熱量あたりの排出係数の国内採用値はＡ重油と

Ｃ重油の単純平均値とした。なお、従来のインベントリにおいてもＢ重油の排出係数は

Ａ重油とＣ重油の単純平均値(70gCO2/MJ)となっている。

（a） Ｂ重油の排出 係数

   ( 71.6 gCO2/MJ(Ａ重油) + 71.6 gCO2/MJ(Ｃ重油) ) / 2 ＝ 72gCO2/MJ

なお、IPCCデフォルト値との比較についてはＡ重油及びＣ重油と同様である。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、72gCO2/MJとする。
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エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去のＢ重油の排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、平

成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.８２  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 72 72 72 72 72 72 72 72 72 72

オ 出典

・  特になし。

カ 排出係数の課 題

・  「ガソリン」と同様のため省略。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「Ｂ重油」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.８３  運輸部門以外の活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
Ｂ重油の「自家発」、「エネルギー部門自家消費」、

「最終エネルギー消費」の合計値（運輸部門は除く）



72

表 ３.８４  運輸部門の活動量の出典

資料名
交通関係エネルギー要覧  平成13・14年度版

国土交通省総合政策局情報管理部 編

発行日 平成14年7月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ 内航海運におけるＢ重油使用量

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」のＢ重油の「自家発」、

「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値（運輸部門は除く）を

合計した値に、熱量に換算したＢ重油使用量（交通関係エネルギー要覧のＢ重油使用量

に総合エネルギー統計のＢ重油の発熱量を乗じた量）を加えた量を活動量とする。

（活動量）＝（自家発）＋（エネルギー部門自家消費）

＋（最終エネルギー消費の合計値（運輸部門を除く））

＋（交通関係エネルギー要覧のＢ重油使用量）×（Ｂ重油の発熱量）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」のＢ重油の「一次エネルギー国内供給計」を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（１６） Ｃ重油

① 算定方法

ア 算定の対象

Ｃ重油の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「Ｃ重油」とは総合エネルギ

ー統計の燃料分類の「Ｃ重油」に該当し、ＪＩＳによる重油分類の「３種」のことであ

る。（ＪＩＳでは重油は動粘度により１～３種に分類されている。）

イ 算定方法

燃料として使用されたＣ重油の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

Ｃ重油１MJの使用に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 関係者提供値

関係者より提供を受けたデータから求めた個別データの排出係数を、全データについ

て単純平均して提供値排出係数を算定した。算定の基礎になったデータは電気事業連合

会から提供を受けた55サンプルである。

表 ３.８５  関係者提供値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

71.6 75.0 68.7 2.1 55
出典：電気事業連合会提供資料(1999年度実績)
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表 ３.８６  関係者提供値一覧

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は71.6gCO2/MJである。

（c） 国内採用値の 選定

（ａ）で求めた提供値排出係数71.6gCO2/MJを本調査値とし、従来のインベントリ採用

値との比較を行ったところ、両者の値は等しいものとなった。

Ｃ重油は用途に合わせて成分が調整されているため、使用される業種等による成分及

び排出係数のばらつきが大きいと予想される。本調査値は電力用途のＣ重油のデータか

ら算定したものであるが、我が国におけるＣ重油の利用は、電気事業者及び自家発電で

過半数を占めるため（総合エネルギー統計、平成10年度のデータより）、代表性はかな

り確保されているものと考えられる。他方、従来のインベントリ採用値については、そ

の設定根拠となったデータの詳細が明らかになっていないという問題がある。

以上の検討に基づき、本調査排出係数（71.6gCO2/MJ）を国内採用値とした。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

サン

プル

炭素分

(%)

発熱量

(MJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

1 87.5 42.4 0.992 75.0

2 86.7 42.3 0.990 74.4

3 86.3 42.1 0.980 73.7

4 86.4 42.1 0.980 73.7

5 86.5 41.9 0.971 73.5

6 86.3 41.8 0.970 73.5

7 86.4 41.9 0.970 73.3

8 87.2 41.7 0.954 73.1

9 85.9 41.8 0.970 73.1

10 86.4 41.8 0.964 73.1

11 86.2 41.7 0.964 73.0

12 86.2 41.9 0.966 72.9

13 85.8 41.9 0.970 72.9

14 86.2 41.8 0.960 72.6

15 86.2 41.8 0.959 72.5

16 85.6 42.0 0.969 72.4

17 86.8 41.5 0.944 72.3

18 85.7 41.5 0.952 72.1

19 86.7 41.6 0.942 72.1

20 87.3 41.1 0.923 72.0

21 86.0 41.6 0.949 72.0

22 87.4 41.1 0.922 71.9

23 85.8 41.6 0.951 71.9

24 86.9 41.5 0.935 71.9

25 87.6 41.2 0.921 71.8

26 87.4 41.1 0.921 71.8

27 86.4 41.4 0.937 71.7

28 86.5 41.1 0.930 71.7

サン

プル

炭素分

(%)

発熱量

(MJ/l)

密度

(kg/l)

排出係数

(gCO2/MJ)

29 86.8 41.2 0.928 71.7

30 86.6 41.3 0.931 71.6

31 85.6 41.1 0.938 71.6

32 86.5 40.9 0.923 71.5

33 86.4 41.3 0.933 71.5

34 86.4 41.3 0.932 71.5

35 86.5 41.5 0.935 71.5

36 86.6 40.9 0.921 71.4

37 87.0 41.4 0.926 71.4

38 86.5 41.2 0.928 71.4

39 86.3 41.2 0.930 71.4

40 86.2 40.9 0.922 71.3

41 85.4 41.0 0.929 71.0

42 85.7 41.0 0.919 70.5

43 86.3 40.6 0.902 70.3

44 85.9 41.0 0.913 70.2

45 86.1 43.2 0.957 70.0

46 85.9 40.8 0.903 69.7

47 85.8 40.6 0.899 69.7

78 86.3 40.4 0.888 69.6

49 86.4 40.0 0.877 69.5

50 85.8 40.9 0.904 69.5

51 85.9 40.8 0.900 69.4

52 86.1 40.4 0.888 69.4

53 87.2 43.7 0.943 69.0

54 85.9 39.7 0.867 68.8

55 85.3 40.5 0.890 68.7
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表 ３.８７　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

71.6 73.5 -2.6 ×

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値を比較した結果、差は２％を超えている。既述のよう

にIPCCのカテゴリではＡ、Ｂ、Ｃ重油の区別がなされておらず、また重油は成分のばら

つきがかなり大きな燃料種である。このような理由により、我が国の実態に合った排出

係数設定のためには、IPCCデフォルト値を用いるよりも、国内のデータに基づく値を用

いる方が適切であると考えられる。

以上の検討結果に基づき、国内採用値（71.6gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今

後のインベントリでは、この排出係数を用いる。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、71.6gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去のＣ重油の排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、平

成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.８８  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6 71.6

オ 出典

・電気事業連合会1999年度実績資料

カ 排出係数の課 題

・  今回の排出係数設定には電力用途のＣ重油のデータが用いられているが、石油連盟

において１年おきに行われているＣ重油の硫黄分に関する調査結果では、電力用途

のＣ重油の硫黄分は、他の用途のものよりも若干（0.数％程度）低めになっている。

従って、電力用途のＣ重油は他の用途のものよりも炭素分が最大で 0.数％高くなっ

ている可能性があり、そのため今回設定した排出係数は、やや過大評価になってい

る可能性がある。
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キ 今後の調査方 針

・  必要に応じて電力用途以外のＣ重油の排出係数データを収集するなどして、適宜、

排出係数の見直しを検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「Ｃ重油」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.８９  運輸部門以外の活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ

Ｃ重油の「電気事業者」、「自家発」、「熱供給事業

者」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギ

ー消費」の合計値（運輸部門を除く）

表 ３.９０  運輸部門の活動量の出典

資料名
交通関係エネルギー要覧  平成13・14年度版

国土交通省総合政策局情報管理部 編

発行日 平成14年7月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ 内航海運におけるＣ重油使用量

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」のＣ重油の「電気事業

者」、「自家発」、「熱供給事業者」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギ

ー消費」の合計値（運輸部門は除く）を合計した値に、熱量に換算したＣ重油使用量（交

通関係エネルギー要覧のＣ重油使用量に総合エネルギー統計のＣ重油の発熱量を乗じた

量）を加えた量を活動量とする。

（活動量）＝（電気事業者）＋（自家発）＋（熱供給事業者）＋（エネルギー部門自家消費）

＋（最終エネルギー消費の合計値（運輸部門を除く））

＋（交通関係エネルギー要覧のＣ重油使用量）×（Ｃ重油の発熱量）
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ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」のＣ重油の「一次エネルギー国内供給計」を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（１７） 潤滑油

① 算定方法

ア 算定の対象

潤滑油の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「潤滑油」とは総合エネルギ

ー統計の燃料分類の「潤滑油」に該当し、主に可動面間の摩擦を減じるために用いられ

る精製油のことである。

イ 算定方法

潤滑の用途で使用され燃焼した潤滑油の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

潤滑油１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

従来のインベントリにおいては、潤滑油の排出係数はＢ重油と同じ値（70 gCO2/MJ）

として設定されていた。また、石油連盟に対するヒアリングでは、潤滑油の排出係数は

Ｂ重油またはＣ重油と同程度の値であるという知見が得られている。以上を元に、ここ

では国内採用値として従来のインベントリと同じくＢ重油の排出係数を用い、IPCCのデ

フォルト値と比較・検討し設定した。Ｂ重油の排出係数は72 gCO2/MJであり、これを潤

滑油の排出係数の国内採用値とする。

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.９１　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

72 70 2.9 ×

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。
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国内採用値とIPCCデフォルト値を比較した結果、差は２％を超えていた。国内採用値

はＢ重油と同じ値として設定されているが、重油の排出係数のIPCCデフォルト値は73.5

gCO2/MJであり、既述のように我が国における重油（Ａ～Ｃ）の排出係数とは傾向が異な

っていた。これらを考え合わせると、我が国の潤滑油は、IPCCデフォルト値で想定され

ているものとは性状が異なっているものと判断される。

以上の検討結果に基づき、国内採用値72 gCO2/MJを我が国の排出係数とした。今後の

インベントリでは、この値を用いることとする。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、72gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去の潤滑油の排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、平

成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.９２  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 72 72 72 72 72 72 72 72 72 72

オ 出典

・  総合エネルギー統計

カ 排出係数の課 題

・  Ｂ重油と同一の排出係数を設定することの妥当性について検討する必要がある。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「潤滑油」の燃料としてのMJで表した使用量。
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イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.９３  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
潤滑油の「エネルギー部門自家消費」、「最終エネル

ギー消費」の合計値、「非エネルギー」

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」における潤滑油の「エ

ネルギー部門自家消費」と「最終エネルギー消費」の合計値を合計した値から、非エネ

ルギー用途の80％（非燃焼用途分）を減じた量を活動量とする。

（活動量）＝（エネルギー部門自家消費）＋（最終エネルギー消費の合計値）

－（非燃焼用途分）

（非燃焼用途分）＝（非エネルギー）×0.8

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」における潤滑油の「一次エネルギー国内供給計」から、非エネルギー用途の

80％（非燃焼用途分）を差し引いた量を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）－（非燃焼用途分）

（非燃焼用途分）＝（非エネルギー）×0.8

ウ 活動量の課題

・  非エネルギー用途に占める非燃焼用途の割合を 80％と設定することの妥当性につい

て検討する必要がある。
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（１８） 石油コーク ス

① 算定方法

ア 算定の対象

石油コークスの燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「石油コークス」とは、

総合エネルギー統計の燃料区分の「オイルコークス」に該当し、原油の重残留液から得

られるコークスのことである。

イ 算定方法

燃料として使用された石油コークスの量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

石油コークス１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 関係者提供値

関係者（石油連盟）より提供を受けたデータから各サンプルの排出係数を計算し、そ

れらを単純平均して、排出係数を算定した。

表 ３.９４  関係者提供値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

93.3 95.0 92.2 0.7 19
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表 ３.９５  関係者提供値一覧

サンプル
炭素分

(%)
高位発熱量

(J/g)
排出係数

(gCO2/MJ)
1 89.6 35,100 93.59
2 89.9 35,200 93.64
3 89.7 35,000 93.95
4 89.1 35,100 93.06
5 88.8 35,000 93.01
6 88.6 35,000 92.83
7 89.1 35,100 93.06
8 88.8 35,000 93.01
9 88.6 35,000 92.83

10 89.2 35,000 93.43
11 89.3 35,200 93.04
12 90.1 35,000 94.38
13 89.6 35,100 93.59
14 89.3 35,000 93.54
15 89.3 35,000 93.55
16 88.8 35,300 92.22
17 89.2 35,500 92.16
18 90.4 34,900 94.97
19 89.4 35,100 93.38

出典：石油連盟提供資料

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、93.0gCO2/MJである。

（c） 国内採用値の 選定

関係者提供値は、我が国で生産される石油コークス（生石油コークス）について、そ

の代表性に留意して提供を受けたデータである。我が国の輸入生石油コークスの割合は

約85％（平成10年度）であり、排出係数の設定にあたっては、輸入生石油コークスの性

状を考慮する必要があるが、輸入生石油コークスと国産生石油コークスの炭素割合はほ

ぼ等しいため（コークスノート2001年版より）、輸入生石油コークスの性状を国産生石

油コークスの性状データで代用し、（a）で算定した関係者提供値（93.3 gCO2/MJ）を国

内採用値とした。

なお、石油コークスには生石油コークス以外にか焼石油コークスがあるが、通常、か

焼石油コークスは、燃焼用途には使用されず黒鉛電極等の原料として使用されるため、

排出係数の設定にか焼石油コークスの性状データは用いない。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を表 ３.９６に示す。なおIPCCデフォルト値

は低位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフ

ォルト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.９６　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較
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国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

93.3 95.8 2.5 ×
注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値を比較した結果、2%以上の差が見られた。しかし、国

内採用値は、我が国で使用される石油コークスの性状を反映して設定した排出係数であ

ることから、国内採用値（93.3gCO2/MJ）を我が国の排出係数とする。今後のインベント

リでは、この排出係数を使用する。

ウ  平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、93gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度(1990～99 年度)の排出係数

過去の石油コークスの排出係数の算定に必要なサンプルの入手は困難であるため、平

成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.９７  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 93 93 93 93 93 93 93 93 93 93

オ 出典

・  石油コークスの炭素含有率及び高位発熱量測定結果（石油連盟提供資料）

カ 排出係数の課 題

・  排出係数は国産生石油コークスの性状データのみから設定しており、輸入生石油コ

ークスの性状についても検討をする必要がある。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「石油コークス」の燃料としてのMJで表した使用量。
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イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.９８  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
石油コークスの「自家発」、「エネルギー部門自家消

費」、「最終エネルギー消費」の合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」の石油コークスにおけ

る「自家発」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値を合計

した値から、コークス製造に係る投入量の５％注は非燃焼と考え、「総合エネルギー統計」

のエネルギー転換における「ガスコークス」、「鉄鋼コークス」、「専業コークス」に

おける各燃料消費量の合計の５％を全体の供給量から差し引き、工業プロセスとの重複

分を控除した量を活動量とする。

（活動量）＝（自家発）＋（エネルギー部門自家消費）＋（最終エネルギー消費の合計値）

－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

－｛（ガスコークス）＋（鉄鋼コークス）＋（専業コークス）｝×0.05

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）においては、「総合

エネルギー統計」の石油コークスにおける「一次エネルギー国内供給計」を用いるが、

コークス製造に係る投入量の５％注は非燃焼と考え、「総合エネルギー統計」のエネルギ

ー転換における「ガスコークス」、「鉄鋼コークス」、「専業コークス」における各燃

料消費量の合計の５％を全体の供給量から差し引き、さらに、工業プロセスとの重複分

を控除した量を活動量とする。

注）原料炭の活動量の注釈参照

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

－｛（ガスコークス）＋（鉄鋼コークス）＋（専業コークス）｝×0.05

ウ 活動量の課題

・  非燃焼用途の控除分を５％とすることの妥当性について検討する必要がある。
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（１９） 液化石油ガ ス (LPG)

① 算定方法

ア 算定の対象

液化石油ガス(LPG)の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「液化石油ガス

(LPG)」とは、総合エネルギー統計の燃料分類の「ＬＰＧ」に該当する。

イ 算定方法

燃料として使用された液化石油ガス(LPG)の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

液化石油ガス(LPG)１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 関係者提供値

我が国に輸入されるＬＰＧは通関時に海事検定により成分が測定されている。このデ

ータを元に、まずプロパンを主成分とするもの（以下プロパンガスと表記）とブタンを

主成分とするもの（以下ブタンガスと表記）に分けて排出係数を求め、その値を国内の

使用実績で加重平均して排出係数を算定した。

ＬＰＧ成分の実測データとしては1999年12月入船時の海事検定結果（プロパンガス、

ブタンガスとも１例ずつ）を用いた。また、使用実績のデータは「エネルギー生産・需

給統計年報」における平成12年度の国内販売量のデータを用いた。

なお、加重平均に用いたガス販売量のデータは、今回実測した成分データとは異なり、

ブチレン、プロピレン等のオレフィン系の成分を含むものになっている。しかし、実際

には多くの場合、ＬＰＧには水素添加が行われ、オレフィン系の成分は除去されている
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（石油連盟へのヒアリングによる）。また、ＬＰＧについては国内において石油精製の

過程で生産されるものもあるが、これは国内の全消費量の２～３割程度であるため、輸

入ＬＰＧの成分データを用いることで、代表性は確保されているものと考えられる。

表 ３.９９  関係者提供値の概略

ガス種類
排出係数

(gCO2/MJ)

高位発熱量

(MJ/kg)

低位発熱量

(MJ/kg)

国内販売量

(103t)

ＬＰＧ(プロパンガス) 59.0 51.48 47.62 11,741

ＬＰＧ(ブタンガス) 57.9 51.82 47.75 6,670

加重平均値 58.6 51.69 47.67 -

注）プロパンの販売量はエネルギー・生産需給統計月報の区分で「P.P=プロパン・プロピレン、P.B=

プロパン・ブタン、プロピレン・ブチレン等プロパン、プロピレンを主成分とするもの」、また

ブタンの販売量は同様に「B.B=ブタン、ブチレンを主成分とするもの」の値とした。

表 ３.１００  ＬＰＧ成分データ

ガス種類 メタン エタン プロパン I-ブタン n-ブタン I-ペンタン n-ペンタン 窒素 合計

ブタンガス 0.000 0.000 0.003 0.309 0.677 0.011 0.000 0.000 1.000
プロパンガス 0.000 0.011 0.974 0.011 0.004 0.000 0.000 0.000 1.000
出典：1999年12月日本入船例（海事検定分析値）、日本ガス協会資料

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は59.9 gCO2/MJである。

（c） 国内採用値の 選定

関係者提供値は、プロパンガス、ブタンガス各１サンプルの成分データから算定した

ものであるため、代表性に若干疑問が残るものの、関係者へのヒアリングの結果、ＬＰ

Ｇの成分についてはサンプルごとの差はそれほど大きくないことが明らかとなっている。

従来のインベントリ採用値については、その設定根拠となったデータの詳細が明らかに

なっていないという問題がある。

以上の検討に基づき、算定手法及び基礎データが明らかとなっている関係者提供値

（58.6gCO2/MJ）を国内採用値とした。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。
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表 ３.１０１　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

58.6 59.9 -2.2 ×

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値を比較した結果、差は２％を超えている。ただし、上

ではIPCCデフォルト値を高位発熱量ベースに換算する際にIEAの便宜的な換算係数0.95

を用いているが、この値は石炭、石油用のものとして記載されているものである。ここ

で、プロパン及びブタンが主成分であるというＬＰＧの性状を考えると、ＬＰＧの実際

の換算係数は石炭、石油用の換算係数0.95と天然ガス用の換算係数0.90の中間的な値に

なると考えられる。実際、本調査によって得られたＬＰＧの低位発熱量と高位発熱量の

比は0.922となっている。この点を考慮に入れると、国内採用値とIPCCデフォルト値の差

は実際には２％未満となっている可能性が高い。また、国内採用値算定の基礎になった

ＬＰＧ成分データは公的機関の分析によるものであり、信頼性も高いと思われる。

以上の検討結果に基づき、国内採用値（58.6gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今

後のインベントリではこの排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、58.6gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

平成2～11年度(1990～99年度)の排出係数については、プロパンガス、ブタンガスの排

出係数をそれぞれの燃料の当該年度の販売量で加重平均して算出することとした。

表 ３.１０２  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 58.5 58.5 58.5 58.5 58.5 58.5 58.5 58.5 58.5 58.6
注）プロパンガス、ブタンガスの販売量については「エネルギー生産・需給統計年報」に記載されてい

るデータを用いた。

オ 出典

日本ガス協会提供海事検定データ(1999年12月入船例)

カ 排出係数の課 題

・  特になし。
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キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「液化石油ガス(LPG)」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.１０３  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ

ＬＰＧの「電気事業者」、「自家発」、「熱供給事業

者」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギ

ー消費」の合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき「総合エネルギー統計」におけるＬＰＧの「電気

事業者」、「自家発」、「熱供給事業者」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネ

ルギー消費」の合計値を合計した値から、化学工業で用いられる非燃焼用途分（化学工

業における消費量の８割が燃焼用途以外の用途と仮定する）及び工業プロセスにおける

アンモニア製造に伴う排出との重複分を控除した量を活動量とする。

（活動量）＝（電気事業者）＋（自家発）＋（熱供給事業者）＋（エネルギー部門自家消費）

＋（最終エネルギー消費の合計値）－（化学工業における使用量）×0.8

－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）
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ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」におけるＬＰＧの「一次エネルギー国内供給計」を用いるが、化学工業によ

る使用量のうちの非燃焼分を差し引き、工業プロセスとの重複分を控除した量を活動量

とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）－（化学工業における使用量）×0.8

－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

ウ 活動量の課題

・  化学工業部門で消費される液化石油ガスのうちの非燃焼用途分の割合について検討

する必要がある。
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（２０） 液化天然ガ ス (LNG)

① 算定方法

ア 算定の対象

液化天然ガス(LNG)の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「液化天然ガス

(LNG)」とは総合エネルギー統計の燃料分類の「ＬＮＧ」に該当する。

イ 算定方法

燃料として使用された液化天然ガス(LNG)の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

液化天然ガス(LNG)１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 関係者提供値

我が国に輸入されるＬＮＧは通関時に海事検定により成分が測定されている。このデ

ータを元に、プロジェクト（国）別排出係数を推計し、その値を国別の輸入量で加重平

均して排出係数を算定した。

基礎データとした海事検定データは電気事業連合会及び日本ガス協会より提供を受け

たものであり、平成11年度に我が国に輸入されている７プロジェクトについて各１サン

プル（１プロジェクトのみ２サンプル）を入手した。また、国別の輸入量については、

「日本貿易月表」を参照した。
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表 ３.１０４  関係者提供値の概略

単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

50.65 51.09 49.36 1.1 7

注）平成11年度に輸入されている７プロジェクト（国）を対象に1ヶ国は２

データ、その他の国は１データずつを入手した。基礎データとした海事

検定データは電気事業連合会及び日本ガス協会より提供を受けた。

加重平均排出係数 ＝ Σ (ＥＦ国別 × Ｗ国別 )／ Σ ( Ｗ国別 )

　　　　　　　　 ＝　50.8

　　　　　　　　　ＥＦ国別 ：産出国別平均排出係数(gCO2/MJ)

                 Ｗ国別 　：産出国別輸入量(kt)

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は49.4gCO2/MJである。

（c） 国内採用値の 選定

（ａ）で求めた加重平均値50.8gCO2/MJを本調査値とし、従来のインベントリ採用値と

の比較を行った。

本調査値算定の元になったデータのばらつきを見ると、変動係数が１％程度のばらつ

きの小さい分布となっている。また、関係者へのヒアリングの結果、ＬＮＧの成分につ

いてはサンプルごとの差はそれほど大きくないことが明らかとなっている。また、成分

データの分析は公的機関によって行われており、信頼性が高いものと思われる。

以上の検討により本調査値の信頼性は高いと考えられるため、本調査値（50.8gCO2/MJ）

を国内採用値とした。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.１０５　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

50.8 50.5 0.6 ○

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。



92

国内採用値とIPCCデフォルト値を比較した結果、その差は0.6％であり、両者はほぼ一

致している。なお、IPCCデフォルト値を高位発熱量ベースに換算する際にIEAの便宜的な

換算係数0.9を用いているが、本調査によって得られた発熱量のデータから換算係数を求

めると0.902となり、ほぼ一致している。また、既述のように、国内採用値算定の基礎に

なったＬＮＧ成分データは公的機関の分析によるものであり、信頼性も高いと思われる。

以上の検討結果に基づき、国内採用値（50.8gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今後

のインベントリでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、50.8gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

平成2～11年度(1990～99年度)の排出係数については、当該年度の国別輸入量で加重平

均して算出することとした。

表 ３.１０６  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 50.7 50.8 50.8 50.8 50.8 50.8 50.8 50.8 50.8 50.8
注）国別輸入量については「通関統計値」を用いた。

オ 出典

・  電気事業連合会及び日本ガス協会提供海事検定データ

カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

「原料炭」と同様。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「液化天然ガス(LNG)」の燃料としてのMJで表した使用量。
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イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.１０７  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ ＬＮＧの「電気事業者」、「エネルギー部門自家消費」

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」におけるＬＮＧの「電

気事業者」と「エネルギー部門自家消費」の合計値から、工業プロセスとの重複分を控

除した量を活動量とする。

（活動量）＝（電気事業者）＋（エネルギー部門自家消費）

－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」におけるＬＮＧの「一次エネルギー国内供給計」を用いるが、工業プロセス

との重複分を控除した量を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（２１） 天然ガス(L N G を除く)

① 算定方法

ア 算定の対象

天然ガスの燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「天然ガス」とは総合エネ

ルギー統計の燃料分類の「天然ガス」に該当し、国内で産出される天然ガスである。

イ 算定方法

燃料として使用された天然ガスの量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

天然ガス１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 関係者提供値

関係者からの提供データを元に、ガス種類別（構造性ガス、水溶性ガス）の排出係数

を算定し、その値をガス種類別の生産量で加重平均して排出係数を算定した。基礎資料

となったガス成分及びガス種類別生産量のデータは、天然ガス鉱業会より提供を受けた。

なお、構造性ガスとは地殻にガス単独で貯えられている天然ガスであり、 主成分はCH4

で全体の90％程度を占めているが、C2H6やC3H8等の成分も10％程度含んでいる。また、水

溶性ガスとは、地殻中の地下水に溶解して存在している天然ガスであり、大部分(99％程

度)がCH4で占められている。



95

表 ３.１０８  関係者提供値の概略

ガス種類
単純平均値

(gCO2/MJ)

最大値

(gCO2/MJ)

最小値

(gCO2/MJ)

変動係数

(%)
サンプル数

構造性ガス 51.2 53.7 49.8 2.0 19

水溶性ガス 49.7 50.0 49.4 0.4 ４

出典：天然ガス鉱業会提供資料

表 ３.１０９  関係者提供値一覧（構造性ガス）

サン

プル

CH4

(%)

C2H6

(%)

C3H8

(%)

i-C4H10

(%)

n-C4H10

(%)

i-C5H12

(%)

n-C5H12

(%)

C6H14

(%)

CO2

(%)

高位発熱量

(MJ/m3)

排出係数

(gCO2/MJ)

1 86.76 6.28 2.56 0.45 0.66 0.21 0.15 0.11 2.73 43,987 52.1
2 88.79 3.85 0.84 0.18 0.15 0.07 0.02 0.05 5.90 39,692 52.9
3 95.09 2.66 0.96 0.16 0.15 0.05 0.03 0.02 0.81 41,425 50.2
4 97.50 1.26 0.07 0.10 0.04 0.04 0.02 0.02 0.83 40,228 49.8
5 87.42 7.64 2.87 0.48 0.62 0.17 0.11 0.06 0.51 45,268 51.2
6 80.69 10.21 4.73 0.89 1.07 0.27 0.16 0.11 0.08 47,780 51.8
7 89.75 6.58 2.43 0.38 0.40 0.13 0.08 0.06 0.11 44,452 50.7
8 89.01 6.82 2.47 0.45 0.50 0.21 0.14 0.15 0.12 45,088 50.8
9 92.60 3.39 1.10 0.22 0.20 0.05 0.02 0.00 0.78 41,149 50.4

10 88.15 5.84 2.04 0.45 0.50 0.20 0.12 0.09 0.15 43,372 50.7
11 88.60 5.86 2.36 0.43 0.44 0.11 0.06 0.02 0.12 43,384 50.7
12 86.40 6.87 2.60 0.48 0.73 0.24 0.19 0.14 2.25 44,607 52.0
13 86.70 7.27 3.05 0.59 0.85 0.28 0.20 0.29 0.70 46,176 51.5
14 86.15 7.59 3.52 0.62 0.82 0.20 0.13 0.10 0.75 46,001 51.5
15 88.83 5.74 2.26 0.44 0.50 0.13 0.08 0.06 0.07 43,535 50.7
16 83.25 5.12 1.76 0.41 0.49 0.20 0.13 0.36 6.27 41,149 53.7
17 95.75 2.20 0.70 0.18 0.19 0.07 0.03 0.07 0.03 41,203 49.9
18 88.40 4.30 2.40 0.50 0.70 0.20 0.10 0.10 3.30 42,949 52.3
19 94.70 2.14 1.23 0.25 0.36 0.13 0.10 0.08 0.88 41,986 50.3
出典：天然ガス鉱業会提供資料

表 ３.１１０  関係者提供値一覧（水溶性ガス）

サンプル
メタン

(%)
二酸化炭素

(%)
高位発熱量

(MJ/m3)

排出係数

(gCO2/MJ)

1 98.66 1.15 39,400 49.8

2 98.15 1.53 39,196 50.0

3 98.57 0.46 39,364 49.4

4 98.79 1.05 39,452 49.7
出典：天然ガス鉱業会提供資料

　　ＥＦ天然ガス＝ＥＦ構造性ガス×Ｒ構造性ガス　＋　ＥＦ水溶性ガス×Ｒ水溶性ガス

            ＝ 51.2 ×0.7739 ＋ 49.7 ×0.2261

            ＝ 51 (gCO2/MJ)

　　Ｒ構造性ガス：構造性ガスの生産量の割合

    Ｒ水溶性ガス：水溶性ガスの生産量の割合

　　ＨＶ天然ガス＝ＨＶ構造性ガス×Ｒ構造性ガス　＋　ＨＶ水溶性ガス×Ｒ水溶性ガス

             ＝ 42.4 (MJ/m3:平均高位発熱量)

　　　　　　　＝ 38.3 (MJ/m3:平均低位発熱量)

　  ＨＶ構造性ガス：構造性ガスの平均発熱量

    ＨＶ水溶性ガス：水溶性ガスの平均発熱量

    構造性ガス生産量：1,764.1×106m3 、水溶性ガス生産量： 515.5×106m3
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なお、ガス生産量は平成11年暦年のものである。

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は49gCO2/MJである。

（c） 国内採用値の 選定

（a）で求めた加重平均値51gCO2/MJを本調査値とし、従来のインベントリ採用値との

比較を行った。本調査値算定の元になったデータのばらつきを見ると、構造性ガスはデ

ータ数19で変動係数２％程度、水溶性ガスはデータ数４で変動係数0.4％程度であり、全

体的に見てばらつきはそれほど大きくない。従来のインベントリ採用値はＬＮＧと同一

の値として設定されており、我が国で算出される天然ガスの実態とは乖離した値となっ

ている可能性が高い。

以上の検討により、従来のインベントリ採用値よりも本調査値の方が信頼性が高いと

考えられるため、本調査排出係数（51gCO2/MJ）を国内採用値とした。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.１１１　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

51 50.5 1.0 ○
注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値を比較した結果、その差は１％程度である。なお、上

ではIPCCデフォルト値を高位発熱量ベースに換算する際にIEAの便宜的な換算係数0.9を

用いているが、本調査によって得られた発熱量のデータから換算係数を求めると0.903と

なり、両者はほぼ一致している。

以上の検討結果に基づき、国内採用値（51gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今後

のインベントリでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、51gCO2/MJとする。
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エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去の天然ガスの排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、

平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.１１２  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 51 51 51 51 51 51 51 51 51 51

オ 出典

・  天然ガス鉱業会提供データ

カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「天然ガス」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.１１３  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
天然ガスの「電気事業者」、「自家発」、「エネルギ

ー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値
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（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」における天然ガスの「電

気事業者」、「自家発」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合

計値を合計した値から、工業プロセスとの重複分を控除した量を活動量とする。

（活動量）＝（電気事業者）＋（自家発）＋（エネルギー部門自家消費）

＋（最終エネルギー消費の合計値）－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」における天然ガスの「一次エネルギー国内供給計」から工業プロセスとの重

複分を減じた量を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）

－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（２２） コークス炉 ガス

① 算定方法

ア 算定の対象

コークス炉ガスの燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「コークス炉ガス」

とは総合エネルギー統計の燃料分類の「コークス炉ガス」に該当し、コークスを製造す

る際に精製するガスのことである。

イ 算定方法

燃料として使用されたコークス炉ガスの量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

「コークス」と同様のため省略。

② 排出係数

ア 定義

コークス炉ガス１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 関係者提供値

関係者からの提供データを元に排出係数を算定した。基礎資料となった成分及び発熱

量のデータは、日本鉄鋼連盟より提供を受けた。
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表 ３.１１４  関係者提供値一覧

サン

プル
CO
(%)

CO2
(%)

H2
(%)

CH4
(%)

CmH
n

(%)
(C2H4)

(%)
(C2H6)

(%)
N2
(%)

O2
(%)
高位発熱量

(MJ/m3)

排出係数

(gCO2/MJ
)

1 7.4 3.0 51.4 26.5 3.6 3.1 0.5 8.1 --- 20.6 42.0
2 7.5 2.2 58.0 26.7 2.5 2.2 0.3 3.1 --- 20.6 39.4
3 6.8 2.3 57.7 28.7 2.6 2.3 0.3 1.9 --- 21.3 39.6
4 6.1 2.5 56.1 28.7 3.4 3.0 0.4 3.2 --- 21.6 40.2
5 8.9 2.9 57.0 25.9 3.3 2.9 0.4 1.8 0.2 21.6 40.3

単純平均値 21.2 40.3
出典：日本鉄鋼連盟提供資料

関係者提供データから求めた平均排出係数は、40.3gCO2/MJである。これを本調査排出

係数とする。

（b） 従来のインベ ントリ採用値

１） 供給ベースト ップダウン法における排出係数

インベントリの供給ベーストップダウン法で従来用いられてきた排出係数は、

40.3gCO2/MJである。なお、この値は実測に基づいて算定されたものである。

２） 消費ベースト ップダウン法における排出係数

「コークス」と同様。

（c） 国内採用値の 選定

（ａ）で求めた本調査排出係数40.3gCO2/MJを本調査値とし、従来のインベントリ採用

値（供給ベーストップダウン法）との比較を行った。本調査値（補正前）と従来のイン

ベントリ採用値はほとんど一致していることから、ここでは本調査排出係数

（40.3gCO2/MJ）を国内採用値とする。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.１１５　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

40.29 45.28 -11.0 ×

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。



101

国内採用値とIPCCデフォルト値の差は10％以上あるが、従来のインベントリ採用値も

国内採用値と同様の値となっており、国内採用値は我が国の実態に合った排出係数とな

っているものと考えられる。以上に基づき、国内採用値（40.3gCO2/MJ）を我が国の排出

係数とした。今後のインベントリでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、40.3gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去のコークス炉ガスの排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難である

ため、平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.１１６  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 40.3 40.3 40.3 40.3 40.3 40.3 40.3 40.3 40.3 40.3

オ 出典

・  日本鉄鋼連盟提供データ

・  総合エネルギー統計

カ 排出係数の課 題

「コークス」と同様のため省略。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「コークス炉ガス」の燃料としてのMJで表した使用量。
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イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.１１７  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ

コークス炉ガスの「電気事業者」、「自家発」、「エ

ネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の

合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」におけるコークス炉ガ

スの「電気事業者」、「自家発」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消

費」の合計値を合計した値から、工業プロセスとの重複分を控除した量を活動量とする。

（活動量）＝（電気事業者）＋（自家発）＋(エネルギー部門自家消費)＋

（最終エネルギー消費の合計値）－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

なお、コークス炉ガスはコークス製造時に精製される二次燃料であるため、供給ベー

ストップダウン法（レファレンスアプローチ）の算定対象となっていないが、工業プロ

セスとの重複分については控除する必要があることから、次式のとおり活動量を算定す

る。

（活動量）＝－（工業プロセス控除分：2.B.1.（アンモニア製造）で算定）

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（２３） 高炉ガス

① 算定方法

ア 算定の対象

高炉ガスの燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「高炉ガス」とは、総合エ

ネルギー統計の燃料分類の「高炉ガス・転炉ガス」の一部に該当し、製鉄用高炉から副

産するガスのことである。

イ 算定方法

燃料として使用された高炉ガスの量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

「コークス」と同様のため省略。

② 排出係数

ア 定義

高炉ガス１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 関係者提供値

関係者からの提供データを元に排出係数を算定した。基礎資料となった成分及び発熱

量のデータは、日本鉄鋼連盟より提供を受けた。
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表 ３.１１８  関係者提供値の概略

一酸化炭素

(%)

二酸化炭素

(%)

水素

(%)

窒素

(%)

高位発熱量

(MJ/Nm3)

排出係数

(gCO2/MJ)

21.4 19.6 3.5 55.5 3.1 256.2

23.2 21.9 4.5 50.4 3.5 252.4

21.9 21.8 4.3 52.0 3.3 257.7

22.8 21.8 4.0 51.4 3.4 257.0

23.3 21.3 4.5 50.9 3.5 247.8

20.6 23.1 3.3 53.0 3.0 282.5

23.5 19.8 3.2 53.5 3.4 251.4

単純平均値 3.3 257.9

出典：日本鉄鋼連盟提供資料

関係者提供データから求めた平均排出係数は、257.9gCO2/MJである。

（b） 従来のインベ ントリ採用値

１）供給ベーストップダウン法における排出係数

高炉ガスはインベントリの供給ベーストップダウン法での排出量算定の対象となって

いない。

２）消費ベーストップダウン法における排出係数

「コークス」と同様のため省略。

（c） コークス、高 炉ガス、転炉ガスの排出係数

「コークス」と同様であり、排出係数は107.7gCO2/MJである。

（d） 国内採用値の 選定

コークス、高炉ガス、転炉ガスの排出係数107.7gCO2/MJを国内採用値とした。

（e） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.１１９　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

107.7 229.9 -53.2 ×
注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。
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国内採用値とIPCCデフォルト値は大きく異なっているが、これは両者の排出係数設定

の考え方の違いによるものである。

以上に基づき、国内採用値107.7gCO2/MJを我が国の排出係数とした。今後のインベン

トリでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、108gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去の高炉ガスの排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、

平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.１２０  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 108 108 108 108 108 108 108 108 108 108

オ 出典

・  日本鉄鋼連盟提供資料

・  総合エネルギー統計

カ 排出係数の課 題

「コークス」と同様のため省略。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「高炉ガス」の燃料としてのMJで表した使用量。
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イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.１２１  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ

高炉ガス転炉ガスの「電気事業者」、「自家発」、「エ

ネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の

合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」における高炉ガス転炉

ガスの「電気事業者」、「自家発」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー

消費」の合計値を合計した値を活動量とする。

なお、総合エネルギー統計においては、高炉ガスと転炉ガスが同一燃料種としてまと

められているため、以下の資料による値を用いて活動量を按分した。

（活動量）＝｛（電気事業者）＋（自家発）＋(エネルギー部門自家消費)

＋（最終エネルギー消費の合計値）｝×ＢＦＧ/（ＢＦＧ＋ＬＤＧ）

ＢＦＧ：ＬＤＧ＝1,225：206（森口（国立環境研究所）提供資料）

なお、高炉ガスは、製鉄用高炉から副産する二次燃料であるため、供給ベーストップ

ダウン法（レファレンスアプローチ）の算定対象となっていない。

ウ 活動量の課題

・  総合エネルギー統計では高炉ガスと、転炉ガスの活動量が同じカテゴリにまとめら

れているため、それぞれの活動量を区分するための指標が必要であるが、今回使用

した値については対象となった年度が不明であるため、実態とずれが生じている可

能性があり、按分のための実態に即した資料の入手を図る、もしくは、総合エネル

ギー統計以外の統計資料を用いることにより高炉ガス、転炉ガスの活動量を個別に

高い精度で把握することが必要である。

・  なお、微粉炭の吹き込み（ＰＣＩ）が近年増加しているにもかかわらず、総合エネ

ルギー統計においては高炉ガス、転炉ガスの活動量と鉄鋼系ガスで使用されたコー

クスの活動量とで収支が一致するかたちとなっており、副生ガスに与えるＰＣＩの

影響が考慮されていない。
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（２４） 転炉ガス

転炉ガスの燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「転炉ガス」とは総合エネ

ルギー統計の燃料分類の「高炉ガス・転炉ガス」の一部に該当し、製鉄用の転炉から副

産するガスのことである。

① 算定方法

ア 算定の対象

燃料として使用された転炉ガスの量に排出係数を乗じて算定する。

イ 算定方法

「コークス」と同様のため省略。

ウ 算定方法の課 題

転炉ガス１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

② 排出係数

ア 定義

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

（a） 関係者提供値

関係者からの提供データを元に排出係数を算定した。基礎資料となった成分及び発熱

量のデータは、日本鉄鋼連盟より提供を受けた。
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表 ３.１２２  関係者提供値一覧

一酸化炭素

(%)

二酸化炭素

(%)

水素

(%)

窒素

(%)

高位発熱量

(MJ/Nm3)

排出係数

(gCO2/MJ)

70.9 11.4 6.7 11.0 9.9 163.8

60.2 15.5 1.0 22.9 7.8 191.1

73.5 12.7 2.0 11.5 9.6 176.5

68.4 12.4 1.0 18.2 8.8 180.0

58.3 17.9 0.8 23.0 7.5 199.3

単純平均値 8.7 182.1

出典：日本鉄鋼連盟提供資料

関係者提供データから求めた平均排出係数は、182.1gCO2/MJである。これを本調査排

出係数とする。

（b） 従来のインベ ントリ採用値

１）供給ベーストップダウン法における排出係数

転炉ガスはインベントリの供給ベーストップダウン法での排出量算定の対象となって

いない。

２）消費ベーストップダウン法における排出係数

「コークス」と同様。

（c） コークス、高 炉ガス、転炉ガスの排出係数

「コークス」と同様であり、排出係数は107.7gCO2/MJである。

（d） 国内採用値の 選定

コークス、高炉ガス、転炉ガスの排出係数107.7gCO2/MJを国内採用値とした。なお、

転炉ガスはIPCCの排出量算定のカテゴリに含まれていないため、国内採用値を我が国の

排出係数とした。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、108gCO2/MJとする。
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エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去の高炉ガスの排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、

平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.１２３  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 108 108 108 108 108 108 108 108 108 108

オ 出典

・  日本鉄鋼連盟提供資料

・  総合エネルギー統計

カ 排出係数の課 題

「コークス」と同様のため省略。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「転炉ガス」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.１２４  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ

高炉ガス転炉ガスの「電気事業者」、「自家発」、「エ

ネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の

合計値
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（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」における高炉ガス転炉

ガスの「電気事業者」、「自家発」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー

消費」の合計値を合計した値を活動量とする。

なお、総合エネルギー統計においては、高炉ガスと転炉ガスが同一燃料種にまとめら

れているため、高炉ガスと同様の手法で活動量を按分した。

（活動量）＝｛（電気事業者）＋（自家発）＋(エネルギー部門自家消費)

＋（最終エネルギー消費の合計値）｝×ＬＤＧ/（ＢＦＧ＋ＬＤＧ）

ＢＦＧ：ＬＤＧ＝1,225：206（森口（国立環境研究所）提供資料）

なお、転炉ガスは、製鉄用転炉から副産する二次燃料であるため、供給ベーストップ

ダウン法（レファレンスアプローチ）の算定対象となっていない。

ウ 活動量の課題

「高炉ガス」と同様のため省略。
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（２５） 製油所ガス

① 算定方法

ア 算定の対象

製油所ガスの燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「製油所ガス」とは、総

合エネルギー統計の燃料分類の「製油所ガス」に該当し、製油所の種々の精製過程から

副産されるガスのことである。

イ 算定方法

燃料として使用された製油所ガスの量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

製油所ガス１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 関係者提供値

○ 従来のインベントリ採用値

（a） 関係者提供値

関係者からの提供データを元にして排出係数を算定した。基礎資料となったデータは、

国内４施設の平成11年１月～平成12年３月の製油所ガスモニタリングデータであり、石

油連盟から提供を受けたものである。４施設について各々排出係数の平均値を求め、そ

の値を算術平均することによって平均排出係数を算定した。また、同様にして平均高位

発熱量及び平均低位発熱量を求めた。
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表 ３.１２５  関係者提供値の概略

サンプル

排出係数

平均値

(gCO2/MJ)

排出係数

最大値

(gCO2/MJ)

排出係数

最小値

(gCO2/MJ)

変動

係数

(%)

平均高位発

熱量

(MJ/m3)

平均低位

発熱量

(MJ/m3)

サンプ

ル数

Ａ施設 53.4 56.3 50.2 3.5 54.4 49.7 28

Ｂ施設 54.3 56.3 52.1 2.1 62.9 57.4 29

Ｃ施設 53.9 55.8 50.2 1.9 56.0 51.1 29

Ｄ施設 53.1 54.0 51.6 1.1 53.0 48.2 29

注）各施設の排出係数は平成11年１月～平成12年３月の製油所ガスモニタリングデータより算定。

出典：石油連盟提供資料

４施設の平均排出係数　：53.7gCO2/MJ

４施設の平均高位発熱量：56.6MJ/m3

４施設の平均低位発熱量：51.6MJ/m3

（b） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は51.9gCO2/MJである。

（c） 国内採用値の 選定

従来のインベントリ採用値は元になったデータの詳細が明らかでないため、関係者提

供値53.7gCO2/MJを国内採用値とした。

（d） IPCC デフォル ト値との比較

製油所ガスは、IPCCのカテゴリに含まれていないため、IPCCのデフォルト値との比較

評価はできない。よって国内採用値53.7gCO2/MJを我が国の排出係数とした。今後のイン

ベントリではこの排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、53.7gCO2/MJとする。
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エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去の製油所ガスの排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、

平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.１２６  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7

オ 出典

・  石油連盟提供データ

カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。

③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「製油所ガス」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.１２７  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ

製油所ガスの「自家発」、「熱供給事業者」、「エネ

ルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合

計値
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（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき「総合エネルギー統計」における製油所ガスの「自

家発」、「熱供給事業者」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の

合計値を合計した値を活動量とする。

（活動量）＝（自家発）＋（熱供給事業者）＋(エネルギー部門自家消費)

＋（最終エネルギー消費の合計値）

なお、製油所ガスは、原油等の精製過程で副産される二次燃料であるため、供給ベー

ストップダウン法（レファレンスアプローチ）の算定対象となっていない。

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（２６） 都市ガス

① 算定方法

ア 算定の対象

都市ガスの燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「都市ガス」とは総合エネ

ルギー統計の燃料分類の「都市ガス」に該当し、ガス会社から供給されるガスのことで

ある。

イ 算定方法

燃料として使用された都市ガスの量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

都市ガス１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

都市ガス事業者はおよそ200数十事業者あり、大別すると、高カロリー供給事業者（全

事業者の約６割）と低カロリー供給事業者（全事業者の約４割）となっているが、高カ

ロリー供給事業者の供給ガスのシェアは92％あり、またその原料の組成から製造ガスの

組成が算出できる。一方、低カロリー供給事業者のガス供給シェアは８％であるが、事

業者数が100社強、製造されているガス種別が５グループ11種類と多岐にわたっており、

また、化学反応による改質系ガスが主流のため、操業条件により製造ガスの組成が異な

り、原料組成から製造ガス組成を算出することもできない。さらに、組成分析が義務づ

けられていないため、低カロリーガス成分を把握することは困難となっている。また、

今後2010年度には全てのガスが高カロリーガスに転換されると予想されている。

ここでは、以上のことを勘案して、都市ガス消費に占める割合が92％を占める高カロ

リーガス(13A,12A,P-13A)を対象として、そのガス組成から二酸化炭素排出係数を算定し

た。



116

（a） 13Ａガス

13Ａガスは、輸入ＬＮＧを気化したガスに、ブタンを主成分としたＬＰＧガスを配合

し、カロリーを調整することにより製造している。

表 ３.１２８  ＬＮＧ産出国別都市ガス排出係数の概略

配合率(%)サン

プル ＬＮＧ ブタン

排出係数

(gCO2/MJ)

構成率

(%)

Ａ国 97.66 2.34 51.22 35.6

Ｂ国 98.41 1.59 51.24 32.2

Ｃ国 98.64 1.36 51.21 13.8

Ｄ国 99.41 0.59 51.24 13.0

Ｅ国 98.23 1.77 51.22 3.2

Ｆ国 93.47 6.53 51.16 2.2

構成率による加重平均値 51.23 ---

出典：日本ガス協会提供資料

（b） 12Ａガス

主に国産天然ガスを原料としている、国産天然ガス19ガス田より算出した12Ａガスの

平均排出係数は、51.23gCO2/MJである。なお、データの詳細は「天然ガス（ＬＮＧを除

く）」の構造性ガスを参照のこと。

（c） Ｐ－13Ａガス

プロパンを主成分としたＬＰＧを原料としている。Ｐ－13Ａガスの排出係数は

58.95gCO2/MJである。

表 ３.１２９  ＬＰＧ（プロパン）海事検定分析値（単位：％）

サン

プル
メタン エタン プロパン I-ブタン n-ブタン I-ペンタン 合計

1 0.0 1.9 95.4 2.0 0.7 0.0 100.0

2 0.0 1.6 96.5 1.5 0.4 0.0 100.0

3 0.0 0.7 98.8 0.4 0.1 0.0 100.0

4 0.0 1.1 97.4 1.1 0.4 0.0 100.0

5 0.0 1.3 98.3 0.4 0.0 0.0 100.0

出典：日本ガス協会提供資料
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（d） 都市ガスの排 出係数

13Ａガス、12Ａガス、Ｐ－13Ａガスの排出係数をそれぞれのガスの構成比で加重平均

することにより都市ガスの排出係数を算定した。

表 ３.１３０  ＬＰＧ（プロパン）海事検定分析値(%)

ガス種類
排出係数

(gCO2/MJ)

構成率

（％）

13Ａガス 51.23 87.6

12Ａガス 51.23 3.6

Ｐ－13Ａガス 58.95 0.6

都市ガス 51.3 91.8

出典：構成率については日本ガス協会提供資料

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、51.3gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去の都市ガスの排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、

平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.１３１  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 51.3 51.3 51.3 51.3 51.3 51.3 51.3 51.3 51.3 51.3

オ 出典

日本ガス協会提供資料

カ 排出係数の課 題

・  特になし。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。
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③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「都市ガス」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.１３２  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
都市ガスの「熱供給事業者」、「エネルギー部門自家

消費」、「最終エネルギー消費」の合計値

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」における都市ガスの「熱

供給事業者」、「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値を合計

した値を活動量とする。

（活動量）＝（熱供給事業者）＋(エネルギー部門自家消費)＋（最終エネルギー消費の合計値）

なお、都市ガスは、ＬＮＧ等から製造される二次燃料であるため、供給ベーストップ

ダウン法（レファレンスアプローチ）の算定対象となっていない。

ウ 活動量の課題

・  特になし。
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（２７） 石油製品(（ ９）～（１９）、（２５）を除く)

① 算定方法

ア 算定の対象

石油製品の燃焼に伴い排出される二酸化炭素の量。なお、「石油製品」とは総合エネ

ルギー統計の燃料分類の「その他石油製品」に計上され、アスファルト等が該当する。

イ 算定方法

燃料として使用された石油製品の量に排出係数を乗じて算定する。

ウ 算定方法の課 題

・  特になし。

② 排出係数

ア 定義

油製品１MJの燃焼に伴い排出されるgで表した二酸化炭素の量。

イ 設定方法

以下のデータを比較検討して設定した。

○ 従来のインベントリ採用値

○ IPCCデフォルト値

（a） 従来のインベ ントリ採用値

従来のインベントリ採用値は、76gCO2/MJである。

（b） 国内採用値の 選定

今回、新たな知見が得られておらず、また我が国における温室効果ガス総排出量に対

するこのカテゴリの寄与度は低いため、国内採用値としては従来のインベントリ採用値

76gCO2/MJを用いることとした。
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（c） IPCC デフォル ト値との比較

国内採用値とIPCCデフォルト値との比較を以下に示す。なお、IPCCデフォルト値は低

位発熱量ベースであるため、ここではIEAの便宜的な換算係数0.95を用いてIPCCデフォル

ト値を高位発熱量ベースに換算して比較を行った。

表 ３.１３３　国内採用値とIPCCデフォルト値の比較

国内採用値  A
(gCO2/MJ)

IPCCデフォルト値
B

(gCO2/MJ)
A/B-1

(%) 判定注）

76 77 -1.3 ○

注）デフォルト値との差が２％以内かどうかを判定基準とした。

国内採用値とIPCCデフォルト値を比較した結果、差は２％未満であった。以上の検討

結果に基づき、国内採用値（76gCO2/MJ）を我が国の排出係数とした。今後のインベント

リでは、この排出係数を使用する。

ウ 平成 12 年度 の排出係数

平成12年度の排出係数は、76gCO2/MJとする。

エ 平成 2～11 年 度（1990～99 年度）の排出係数

過去の石油製品の排出係数を算定するのに必要なサンプルの入手は困難であるため、

平成12年度の排出係数を用いることとする。

表 ３.１３４  平成2～11年度（1990～1999年度）の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

排出係数 76 76 76 76 76 76 76 76 76 76

オ 出典

・  総合エネルギー統計

カ 排出係数の課 題

・  我が国の実態に即した排出係数となっているかどうか検討する必要がある。

キ 今後の調査方 針

・  わが国の温室効果ガス総排出量に占める割合や不確実性の評価を踏まえ、必要に応

じて排出係数の見直しを行うかどうか検討する。
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③ 活動量

ア 定義

算定基礎期間における「石油製品」の燃料としてのMJで表した使用量。

イ 活動量の把握 方法

（a） 出典

表 ３.１３５  活動量の出典

資料名
平成13年度版  総合エネルギー統計

資源エネルギー庁長官官房総合政策課 編

発行日 平成14年6月

記載されている

最新のデータ
平成12年度のデータ

対象データ
その他石油製品の「エネルギー部門自家消費」、「最

終エネルギー消費」の合計値、「非エネルギー」

（b） 設定方法

消費ベーストップダウン法に基づき、「総合エネルギー統計」におけるその他石油製

品の「エネルギー部門自家消費」、「最終エネルギー消費」の合計値を合計した値から、

非エネルギー用途の80％（非燃焼用途分）を差し引いた量を活動量とする。

（活動量）＝（エネルギー部門自家消費）＋（最終エネルギー消費の合計値）

－（非燃焼用途分）

（非燃焼用途分）＝（非エネルギー）×0.8

ただし、供給ベーストップダウン法（レファレンスアプローチ）では、「総合エネル

ギー統計」におけるその他石油製品の「一次エネルギー国内供給計」から、「非エネル

ギー」の非燃焼用途分を控除した量を活動量とする。

（活動量）＝（一次エネルギー国内供給計）－（非燃焼用途分）

（非燃焼用途分）＝（非エネルギー）×0.8

ウ 活動量の課題

・  非エネルギーのうち非燃焼用途分を 80%とすることの妥当性について検討する必要

がある。
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４ 検討結果

（１） 検討結果の まとめ

○ 今回、以下の排出区分について、排出係数の算定方法を見直した。

     ・石油コークス

     ・製油所ガス

○ 「温室効果ガス排出量算定に関する検討結果　第２部」（環境庁温室効果ガス排

出量算定方法検討会、平成12年３月）においては、「総合エネルギー統計」のジ

ュール表の数値に対する補正係数の考え方を導入したが、平成13年度版「総合エ

ネルギー統計」において予定されているエネルギー源別発熱量の改訂により、「総

合エネルギー統計」のジュール表の数値の信頼性が向上すると考えられることか

ら、今後は補正係数は使用せずに活動量を算定することにした。

○ 化学工業におけるナフサ及びＬＰＧの原料用消費分の控除については、今回新た

に関係者にヒアリングを行い、石油化学産業における化学品に転換されるナフサ

のマテリアルバランスについて検討を行った結果、従来どおり、「総合エネルギ

ー統計」の「化学工業」におけるナフサ及びＬＰＧの消費量のうち80%を控除する

こととした。

○ 従来の我が国のインベントリでは、供給ベーストップダウン法（レファレンスア

プローチ）及び消費ベーストップダウン法（部門別アプローチ）の２つの方法に

より算定を行ってきた。条約事務局への通報の際には、我が国の総排出量として

は、より精度が高いと考えられる供給ベーストップダウン法による算定結果を使

用し、部門ごとの排出量としては消費ベーストップダウン法による算定結果を使

用してきた。しかし、本来、1996年改訂IPCCガイドラインに従えば、インベント

リには消費ベーストップダウン法による算定結果を使用し、比較対照及び算定結

果の妥当性検証のために供給ベーストップダウン法による算定結果を別途報告す

るのが適当である。そのため、今後は我が国の総排出量も含めて消費ベーストッ

プダウン法による算定結果をインベントリに使用することにした。
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（２） 平成 12 年度 の排出係数及び平成 11 年度以前の排出係数で変更があったもの

① 平成 12 年度 の排出係数

表 ４.１  平成12年度の排出係数

排出源
排出係数注）

(gCO2/MJ)
備考

（１） 原料炭 90.4
算出国別輸入量より加重平均して平成12年度の

排出係数を設定（結果として平成11年度と同じ）

（２） 一般炭（国内炭） 87.5

（３） 一般炭（輸入炭） 90.0
算出国別輸入量より加重平均して平成12年度の

排出係数を設定（結果として平成11年度と同じ）

（４）
石炭（（１）～（３）

を除く）
90

（５） コークス 108

（６） 練炭、豆炭 90

（７） 原油 69.0
算出国別輸入量より加重平均して平成12年度の

排出係数を設定（結果として平成11年度と同じ）

（８） 天然ガス液（ＮＧＬ） 68

（９） ガソリン 68.8

（１０） ナフサ 65.2

（１１） ジェット燃料油 67

（１２） 灯油 68.5

（１３） 軽油 69.2

（１４） Ａ重油 71.6

（１５） Ｂ重油 72

（１６） Ｃ重油 71.6

（１７） 潤滑油 72

（１８） 石油コークス 93 過去の排出係数について変更

（１９） 液化石油ガス（ＬＰＧ） 58.6
国内販売量より加重平均して平成12年度の排出

係数を設定（結果として平成11年度と同じ）

（２０） 液化天然ガス（ＬＮＧ） 50.8
算出国別輸入量より加重平均して平成12年度の

排出係数を設定（結果として平成11年度と同じ）

（２１）
天然ガス（ＬＮＧを除

く）
51

（２２） コークス炉ガス 40.3

（２３） 高炉ガス 108

（２４） 転炉ガス 108

（２５） 製油所ガス 53.7 過去の排出係数について変更

（２６） 都市ガス 51.3

1.A.

燃料の燃焼

（２７）
石油製品（（９）～（１

９）、（２５）を除く）
76

注）排出係数の有効数字については、我が国の総排出量に占める寄与度が1%以上の燃料種については３桁とし、そ

れ以外の燃料種は２桁としている。

② 平成 11 年度 以前の排出係数で変更があったもの

表 ４.２  平成2～12年度の排出係数（単位：gCO2/MJ）

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

（１８）石油コークス 93 93 93 93 93 93 93 93 93 93 93

（２５）製油所ガス 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7 53.7




